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はじめに 

 
 平成２７年４月に子ども・子育て支援法が施行され、保護者が子

育てについて第一義的責任を有するという基本的認識のもとに、教

育・保育・地域の子育て支援を総合的に推進し、５年が経過すると

ころでございます。 

 越生町では、「越生町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、

「すべての子どもが健やかに育つまち越生」を基本理念とし、総合

的に施策を進めてまいりました。新しい取り組みといたしましては、

ウッドスタート、在宅育児応援事業、学童保育室保育料の減免事業、

幼児教育・保育無償化に伴う第３子以降の副食費無料事業、子育て

世代包括支援センターの開設、越生子ども未来大学の開校など、子

育て支援の充実に努めてきたところでございます。 

また、令和２年３月には、教育及び子育て環境の整備及び推進を

図るため「越生町教育及び子育て環境整備基金」を設置しました。  

 このたび、令和２年度から令和６年度の「第２期越生町子ども・

子育て支援事業計画」の策定にあたり、引き続き、「教育と子育て

のまち」として、越生町の特色を活かしつつ、すべての子ども達が

「越生町で育ってよかった」、保護者の方も「このまちで子育てを

してよかった」と実感し、地域全体で子育て家庭を支えあえる魅力

ある町を目指してまいります。 

 結びにあたり、アンケート調査などで貴重なご意見を賜りました

町民の皆さまをはじめ、計画策定にご尽力いただきました越生町子

ども・子育て会議等の関係者の皆さまに、心から厚くお礼申し上げ

ますとともに、今後とも越生町の子ども・子育て支援施策の推進に

ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
 

 

 

 

 

令和２年３月 

 

越生町長  新 井 雄 啓  
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第１章 

        計画策定にあたって 
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１ 計画策定の背景 
 

 本町の子ども・子育て支援施策は、全国的な少子化の流れを受けた国の少子化対策を

踏まえながら、展開されてきました。 

 国において国民が、希望どおりに働き、結婚、出産、子育ての希望を実現することが

できる環境を整え、人々の意識を変えていくことにより、少子化と人口減少を克服する

ことを目指し、次世代育成支援を迅速かつ重点的に推進するため、平成１５年に「次世

代育成支援対策推進法」が制定されました。 

 さらに、急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、子ど

も及び子どもを養育している者に、必要な支援を行い、一人ひとりの子どもが健やかに

成長することができる社会を実現するために「子ども・子育て支援法」が平成２４年８

月に成立しました。 

 本町においても、平成１７年３月に次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計

画「越生町次世代育成支援行動計画」、平成２２年３月に同計画の後期計画を策定し、

すべての子どもとその家庭を対象とした次世代育成支援を総合的かつ計画的に推進して

きました。 

 また、平成２７年３月には、それまで取組を進めてきた「次世代育成支援行動計画」

を継承し、子ども・子育て支援法に基づく「越生町子ども・子育て支援事業計画」を策

定し、「すべての子どもが健やかに育つまち越生」を基本理念と定め、子ども・子育て

支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に取り組んでいるところです。 

 このような状況の中、この度、第１期計画が令和元年度で終了することから、令和２

年度から令和６年度までの５年間を計画期間とした「第２期越生町子ども・子育て支援

事業計画」を策定し、引き続き、子ども・子育て支援に関する施策を総合的かつ計画的

に推進します。 
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２ 計画の位置づけ 
 

（１）子ども・子育て支援法に基づく計画 

   この計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく市町村子ども・子育て支援

事業計画です。 

 

（２）次世代育成支援行動計画と一体的な計画 

   この計画は、町がこれまで取組を進めてきた「次世代育成支援行動計画」を継承

し、保健・医療、福祉、教育、住宅、労働、まちづくり等の総合的な展開を図る次

世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画と一体的な計画です。 

 

（３）母子保健計画を包含する計画 

   この計画は、「母子保健計画」を包含した計画となっています。 

 

（４）総合振興計画及び町の関連計画と整合性を図った計画 

   この計画は、「越生町長期総合計画」を上位計画とし、「越生町地域福祉計画」、

「越生町障がい者計画・越生町障がい福祉計画・越生町障がい児福祉計画」及び「越

生町男女共同参画プラン」などの関連計画との整合性を図りながら、本町の子育て

に関する施策を体系化しました。 

 

 

 

３ 計画の期間 
 

この計画の期間は、令和 2年度から令和 6年度までの５年間です。 
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（令和２年度～令和６年度） 
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４ 教育・保育提供区域の設定 
 

子ども・子育て支援法第 61 条では、市町村が地理的条件、人口、交通事情その

他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総

合的に勘案して教育・保育提供区域を設定し、区域ごとに教育・保育サービスの見

込量及び確保策を定めることとされています。 

本町では、町全体を一つの教育・保育提供区域とします。 

 

 

 

５ 策定体制 
 

本計画の策定にあたっては、町内関係団体、学識経験者からなる「越生町子ども・

子育て会議」を設置して検討を行いました。また、「越生町子ども・子育て会議」

に町内幼稚園、保育園関係者からなる実務者連絡会を設置し、保育事業等のあり方

について専門的な見地から、検討を行いました。 

施策の総合的かつ効果的な推進を図るために庁内関係各課の職員からなる「越生

町子ども・子育て庁内推進会議及び部会」を設置し、各課の個別施策について連携・

調整を図りました。 
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第１節 人口及び世帯の状況            
１ 総人口と世帯の状況 
（１）総人口及び年齢３区分別人口の推移 

   本町の平成 31年 1 月 1 日現在総人口は、住民基本台帳によると 11,644 人となっ

ています。平成 27 年からの５年間の推移をみると、減少傾向になっており、５年

間で 665 人の減少となっています。また、年齢３区分別の人口をみると、65 歳以

上の高齢者人口が増加し、15～64 歳、0～14 歳の人口は減少しています。 

 

■年齢３区分別人口の推移 

   

 

  
     

 

 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
           （資料：埼玉県町（丁）字別人口調査 各年１月１日現在） 

 

（２）世帯数と一世帯当たり人員の推移 

   本町の平成 31年 1 月 1 日現在世帯数は、住民基本台帳によると 5,042 世帯とな

っています。平成 27 年からの５年間の推移をみると、増加傾向となっています。

また、世帯数は増加しているものの、総人口が減少していることから、一世帯当た

りの人員は減少しています。 

■世帯数及び一世帯当たり人員の推移 

 

  
     

 

 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
（資料：埼玉県町（丁）字別人口調査 各年１月１日現在） 
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２ 婚姻の状況 
（１）婚姻・離婚件数 

   平成 30 年の婚姻件数は 43件、離婚件数は 20 件となっています。婚姻件数につ

いて、過去からの推移で見ると、平成 26 年までは徐々に減少し、平成 27 年に激減

したもののその後は増加傾向にあります。 

 

■婚姻・離婚件数の推移 

 

  
     

 

       

       

       

       

       

       

 

（資料：埼玉県人口動態統計） 

 

（２）未婚率の推移 

   未婚率は、男性も女性も年々増加しています。 

男性は、平成 22年から平成 27 年にかけて 25～29 歳の未婚率が、女性は、平成

12 年から平成 17 年にかけて 30～34 歳の未婚率が急激に上昇しています。 

 

■未婚率の推移〔男性〕 

 

 
 

      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       
（資料：国勢調査 各年１０月１日） 
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■未婚率の推移〔女性〕 

 

  
      

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       
（資料：国勢調査 各年１０月１日） 
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３ 出生の状況 
（１）出生数の状況 

   本町の出生数の推移をみると、平成 21 年から平成 24 年までは、概ね 60～75 人

の出生数でしたが、平成 25 年からは増減を繰り返しながら減少傾向にあり、特に

平成 29 年には 37 人と激減しています。 

 

■出生数の推移 

 

  
    

 

 

       

       

       

       

       

       

       

 

（資料：埼玉県人口動態統計） 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

   本町の合計特殊出生率の推移をみると、各年とも、国、埼玉県の数値を下回って

おり、平成 29 年は 0.76 と激減しています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：埼玉県人口動態統計） 
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４ 将来推計 
児童数の将来推計 

   本町の年齢別人口について、平成 31 年４月の人口と国立社会保障・人口問題研

究所で推計している人口推計を勘案して、子育て支援課で推計したところ、いずれ

の年齢層においても減少傾向にあります。 

 

■児童数の将来推計 
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（資料：子育て支援課による推計） 
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第２節 子育てをめぐる施策の現状           
１ 教育・保育の利用状況 
（１）幼稚園・保育所の利用状況 

   本町には、私立幼稚園が１か所、公立保育園が１か所、私立保育園が１か所あり、

ほとんどの方がこれらの施設を利用していますが、他市町の幼稚園・保育所を利用

している方もいます。いずれも利用者数は、年々減少傾向にあります。 

 

■幼稚園・保育所の利用者数の推移 

 
（資料：各年度末現在 子育て支援課） 

 

（２）学童保育室利用者数の推移 

   越生小学校の学童保育室利用者数の推移をみると、年々利用者数は増加しており、

平成 28 年度からは、２支援単位に分けました。特に１年生、２年生が多く利用し

ていますが、高学年になっても継続利用する傾向が見られます。 

 

■学童保育室利用者数の推移〔越生学童保育室〕 

 

  
       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
（資料：越生町行政報告書） 
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■学童保育室利用者数の推移〔越生学童保育室・分室〕 

 

  
     

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      
（資料：越生町行政報告書）           

  

 

梅園小学校の学童保育室利用者数の推移をみると、児童数の減少とともに年々利

用者数は減少しています。平成 30 年度には延べ 85 人で、１年生、２年生が多く利
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■学童保育室利用者数の推移〔梅園学童保育室〕 

 

  
       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
（資料：越生町行政報告書） 
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２ 子育て施策の現状 
（１）子育て支援センター利用者数の推移 

   本町の子育て支援センターは１か所で、利用者数は平成 28年度から年々増加し

ています。平成 30 年度の保護者と子どもの利用者数延べ件数は、6,149 人となっ

ています。 

 

■子育て支援センター利用者数の推移 

 

  

 

      

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
 

 

（資料：越生町行政報告書） 

 

（２）こどもの医療費支給事業 

   こどもの医療費支給事業は、子どもが医療機関等に受診した際の保険診療の一部

負担金を支給する事業です。平成 24 年度から高校３年生までに支給対象者を拡大

し、平成 25 年 7月からは、町内及び毛呂山町の指定医療機関窓口払い廃止を実施

しました。平成 30 年度の申請件数は 17,471 件、支給額は 29,135 千円となってい

ます。 

 

■こどもの医療費支給事業 

 

  
        

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         
（資料：越生町行政報告書） 
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（３）ファミリーサポート事業 

   ファミリーサポート事業は、子育てをしている父母等が急な用事などの際に子ど

もを預かるサービスです。越生町では平成 23年 1 月から病児・病後児緊急サポー

ト及びファミリーサポートを実施しています。 

平成 30 年度の実績は、病児・病後児緊急サポートが 22 件、ファミリーサポート

が 45 件となっています。 

 

  ■ファミリーサポート事業の実施状況 

   

 

  
       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
（資料：越生町行政報告書） 

 

（４）第３子以降保育料無料化 

   平成22年度から幼稚園・保育所の保育料の第３子以降無料化を実施しています。

平成 30 年度の実績は、幼稚園が２人に対し計 396 千円、保育所が 44人に対し計
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■第３子以降保育料無料化の実施状況〔幼稚園〕 

 

  
        

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         
（資料：越生町行政報告書） 

※金額は千円未満四捨五入しています 
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  ■第３子以降保育料無料化の実施状況〔保育所〕 

 

  
        

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         
 

        
（資料：越生町行政報告書） 

※金額は千円未満四捨五入しています 

 

（５）乳幼児健康診査 

   乳幼児健康診査は、乳児健康診査、１歳６か月児健康診査及び３歳児健康診査を

実施しています。平成 30 年度の受診率は乳児健康診査が 95.0％、１歳６か月児健

康診査が 93.3％、３歳児健康診査が 97.8％となっています。 

 

■乳幼児健康診査の実施状況 

 

  
       

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        
 

（資料：越生町行政報告書） 
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第３節 ニーズ調査の主な結果           
１ 調査の概要 
（１）調査の目的 

   この計画を策定するにあたって、子育て家庭の保育サービス等の利用状況や利用

意向、子育て支援に関する意見、要望を把握するためのアンケート調査を実施しま

した。 

 

（２）調査の対象 

   次のとおり、就学前児童調査と小学生調査の２種類の調査を実施しました。 

 

  就学前児童調査  

・対 象 者：平成 24 年 4月 2 日から平成 30 年 12 月 1日までに生まれたお子さん 

・調査方法：①町内の幼稚園・保育園に通園している方には、幼稚園・保育園を通じ         

て配付・回収 

       ②町内の幼稚園・保育園に通園していない方には、郵送による配付・回        

収 

        ③礼状を兼ねた督促状を対象者全員に配付 

・調査期間：平成 31年 1 月 10 日（木）から平成 31 年 1月 24 日（木） 

 

  小学生調査  

・対 象 者：平成 18 年 4月 2 日から平成 24 年 4月 1 日までに生まれたお子さん 

・調査方法：①町内の小学校に通学している方には、小学校を通じて配付・回収 

      ②町内の小学校に通学していない方には、郵送による配付・回収 

      ③礼状を兼ねた督促状を対象者全員に配付 

・調査期間：平成 31年 1 月 10 日（木）から平成 31 年 1月 24 日（木） 

     

（３）対象者数及び回収率 

  就学前児童調査  

・対 象 者 数：359 人 

・有効回収数：268 人 

・有効回収率：74.7％ 

 

  小学生調査  

・対 象 者 数：440 人 

・有効回収数：390 人 

・有効回収率：88.6％ 
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２ 就学前児童調査の結果 
（１）母親の就労状況 

   母親の就労状況は「就労し 

ている」が 56.0％、「産休・ 

育休・介護休業中である」が 

11.6％と就労している母親 

６割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

（２）父親の就労状況 

父親の就労状況は「就労 

している」が 86.6％、「育 

児・介護休業中である」が 

0.0％となっており就労し 

ている父親が８割を超えて 

います。 

 

 

 

 

 

（３）仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の満足度 

   満足度について、「満足し 

ている」・「どちらかといえ 

ば満足」を合わせた割合を 

みると、母親が 40.3％、父 

親が 38.1％となっています。 
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えています。 
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している」が 56.0％、「産
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る」が 11.6％と就労してい

る母親が６割を超えていま
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         【父親】 
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（４）幼稚園・保育所等の平日の定期的な利用状況 

   利用場所については、 

「認可保育所」が 49.3％、 

「幼稚園」19.8％となって 

います。「利用していない」 

は、23.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）今後の幼稚園・保育園等の平日の定期的な利用意向 

   今後の利用意向について 

は、「幼稚園（通常の時間） 

」が 34.0％、「認可保育所」 

が 57.1％となっています。 
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が 34.0％、「認可保育所」

が 57.1％となっています。 
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（６）子育て（教育を含む）をする上で、気軽に相談できる人（場所）の有無 

   気軽に相談できる人（場 

所）の有無では、「いる／ 

ある」が 95.9％、「いない 

／ない」が 3.0％となって 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）子育て（教育を含む）をする上で望むサポート 

   子育て（教育を含む）を 

する上で望むサポートにつ 

いては、「子どもを遊ばせ 

る場や機会の提供」が 

71.6％で最も多くなってい 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）子育て支援センター「すくすく」の利用意向 

   利用意向では、「利用し 

ていないが、今後利用した 

い」13.1％、「すでに利用し 

ているが、今後利用日数を 

増やしたい」11.6％と利用 

を増やしたい人が 24.7％と 

なっています。 

 

 

 

いる/ある 

95.9% 

いない/ な

い 3.0% 

無回答 1.1% 

（回答者総数：268人） 

71.6% 

42.9% 

24.3% 

23.9% 

25.0% 

19.8% 

9.7% 

12.3% 

10.1% 

1.5% 

9.7% 

0% 20% 40% 60% 80%

子どもを遊ばせる場や機会の提供 

親リフレッシュの場や機会の提供 

子育て中の親同士の仲間づくり 

親の不安や悩みの相談 

子どもの発育や幼児教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提供 

子どもの病気や障害についての相談 

子育てについての講座 

父親向けの育児講座 

行政による子育て情報の提供 

その他 

無回答 

（回答者総数：268人） 

利用していない

が今後利用した

い 13.1% すでに利用して

いるが、今後利

用日数を増やし

たい 11.6% 

新たに利用した

り、利用日数を

増やしたりした

いとは思わない 

43.7% 

無回答 31.7% 

（回答者総数：268人） 

 気軽に相談できる人（場

所）の有無では、「いる／

ある」が 95.9％、「いない

／ない」が 3.0％となって

います。 

 

 子育て（教育を含む）を 

する上で望むサポートにつ 

いては、「子どもを遊ばせ 

る場や機会の提供」が

71.6％で最も多くなってい 

ます。 

  

 

 利用意向では、「利用し

ていないが、今後利用した

い」13.1％、「すでに利用

しているが、今後利用日数

を増やしたい」11.6％と利

用を増やしたい人が 24.7％

となっています。 
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（９）子育て支援事業の利用経験及び利用意向 

   利用経験に比べて利用意向の割合が多い事業として、「図書館でのおはなし会（意

向 52.6％、経験 11.9％）」「教育相談（意向 46.6％、経験 6.7％）」、「ファミ

リー・サポート・センター、緊急サポートセンター（意向 44.8％、経験 6.0％）」

となっています。 

【利用経験】                 【利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）育児休業からの復帰の状況 

   育児休業からの復帰につ 

いては、「希望どおり復帰で 

きた」が 63.9％」「希望より 

も早く復帰した」が 25.3％、 

「希望よりも遅く復帰した」 

が 8.4％であり、これらを 

合わせると 33.7％が“希望 

どおりでなかった”と回答し 

ています。 

 

（１１）越生町全体の子育て環境や子育て支援への満足度 

   越生町全体の子育て環境 

や子育て支援への満足度に 

ついては、「満足」が 16.4 

％、「どちらかといえば満 

足」が 40.3％で合わせると 

５割を超えています。 

 

 

 

希望どおり

復帰できた 

63.9% 

希望よりも

早く復帰し

た 25.3% 

希望よりも

遅く復帰し

た 8.4% 

無回答 2.4% 

（回答者総数：83人） 育児休業からの復帰につい

ては、「希望どおり復帰でき

た」が 63.9％、「希望よりも

早く復帰した」が 25.3％、「希

望よりも遅く復帰した」が

8.4％であり、これらを合わせ

ると 33.7％が“希望どおりで

なかった”と回答しています。 

  

 

満足 16.4% 

どちらかと

いえば満足 

40.3% 

普通 29.5% 

どちらかと

いえば不満 

7.5% 

不満 1.5% 
無回答 

4.9% 
（回答者総数：268人）  越生町全体の子育て環境

や子育て支援への満足度に

ついては、「満足」が 16.4％、

「どちらかといえば満足」

が 40.3％で合わせると５割

を超えています。 

 

  

 

15.3% 

36.2% 

78.7% 

50.4% 

48.9% 

11.9% 

6.7% 

37.7% 

6.0% 

87.3% 

52.6% 

16.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊婦タクシー利用料金助成事業 

ママパパ教室 

新生児（乳児）訪問事業 

育児相談・母乳相談 

交流保育・園庭開放 

図書館でのおはなし会 

教育相談 

町発行の「子育て支援のご案内」 

ファミリー・サポート・センター、 

緊急サポートセンター 

こどもの医療費支給事業 

チャイルドシート購入費助成事業 

ベビーベッド無料貸出事業 

（回答者総数：268人） 

30.6% 

28.0% 

44.8% 

45.5% 

48.1% 

52.6% 

46.6% 

47.0% 

44.8% 

79.5% 

50.0% 

26.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊婦タクシー利用料金助成事業 

ママパパ教室 

新生児（乳児）訪問事業 

育児相談・母乳相談 

交流保育・園庭開放 

図書館でのおはなし会 

教育相談 

町発行の「子育て支援のご案内」 

ファミリー・サポート・センター、 

緊急サポートセンター 

こどもの医療費支給事業 

チャイルドシート購入費助成事業 

ベビーベッド無料貸出事業 

（回答者総数268人） 
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３ 小学生調査の結果 
（１）母親の就労状況 

   母親の就労状況は「就労 

している」が 81.5％、「産 

休・育休・介護休業中であ 

る」が 1.8％と就労してい 

る母親が８割を超えていま 

す。 

 

 

 

 

 

（２）父親の就労状況 

   父親の就労状況は「就労 

している」が 84.4％、「育 

休・介護休暇中である」が 

0.0％となっており就労し 

ている父親が８割を超えて 

います。 

 

 

 

 

（３）仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の満足度 

   満足度について、「満足し 

ている」・「どちらかといえ 

ば満足」を合わせた割合を 

みると、母親が 41.6％、父 

親が 31.6％となっています。 

 

 

 

  

          

            【母親】 

              

            【父親】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足してい

る 

15.4% 

どちらかと

いえば満足 

26.2% 

どちらとも

いえない 

31.8% 

どちらかと

いえば不満 

16.7% 

大いに不満

である 

5.6% 

無回答 

4.4% 
（回答者総数：390人） 

 母親の就労状況は「就労して

いる」が 81.5％、「産休・育

休・介護休業中である」が1.8％

と就労している母親が８割を超

えています。 

  

 

 父親の就労状況は「就労し

ている」が 84.4％と、就労し

ている父親が８割を超えてい

ます。 

 

 満足度について、「満足し

ている」・「どちらかといえ

ば満足」を合わせた割合をみ

ると、母親が 41.6％、父親が

31.6％となっています。 

 

  

 

就労している 

81.5% 

産休・育休・介

護休業中である 

1.8% 

以前は就労して

いたが現在は就

労していない 

12.3% 

これまで就労し

たことがない 

2.3% 無回答 2.1% 

（回答者総数：390人） 

就労してい

る 

84.4% 

育休・介護

休業中であ

る 

0.0% 

以前は就労

していたが

現在は就労

していない 

0.5% 

これまで就

労したこと

がない 

0.0% 

無回答 

15.1% 
（回答者総数：390人） 

満足して 

いる 

14.9% 

どちらかと

いえば満足 

16.7% 

どちらとも

いえない 

24.6% 

どちらかと

いえば不満 

9.5% 

大いに不満

である 

6.9% 

無回答 

27.4% 

（回答者総数：390人） 
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（４）現在の放課後の過ごし方 

   現在の放課後の時間を過 

ごす場所については、「自 

宅」が 81.0％と最も多く、 

「学童保育室」は 18.7％と 

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）希望の放課後の過ごし方 

   放課後の時間を過ごさせ 

たい場所については、「自 

宅」が 77.4％と最も多く、 

「学童保育室」は 23.3％と 

なっています。 

 

 

 

 

（６）子育て支援事業の利用経験及び利用意向 

   利用経験に比べて利用意向の割合が多い事業として、「教育相談（意向 32.1％、

経験 3.8％）」、「子ども大学・越生（意向 52.6％、経験 26.9％）」、「ファミ

リー・サポート・センター（意向 27.9％、経験 3.1％）」となっています。 

 

【利用経験】                【利用意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81.0% 

16.4% 

10.8% 

45.6% 

18.7% 

0.0% 

3.1% 

1.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅 

祖父母宅 

友人・知人宅 

習い事 

学童保育室 

ファミリーサポートセンター 

その他 

無回答 

（回答者総数：390人） 
 現在の放課後の時間を過ご

す場所については、「自宅」

が 81.0％と最も多く、「学童

保育室」は 18.7％となってい

ます。 

 

 放課後の時間を過ごさせた

い場所については、「自宅」

が 77.4％と最も多く、「学童

保育室」は 23.3％となってい

ます。 

 

77.4% 

14.4% 

15.1% 

43.1% 

23.3% 

0.5% 

4.9% 

5.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅 

祖父母宅 

友人・知人宅 

習い事 

学童保育室 

ファミリーサポートセンター 

その他 

無回答 

（回答者総数：390人） 

37.9% 

28.7% 

18.5% 

3.8% 

22.1% 

3.1% 

76.9% 

47.4% 

29.5% 

26.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児相談・こどもの発育相談 

公民館での体験教室 

図書館でのおはなし会 

教育相談 

町発行の「子育て支援のご案内」 

ファミリーサポートセンター 

こどもの医療費支給事業 

学童保育室 

梅サポ室「ひまわり」 

子ども大学・越生 

（回答者総数：390人） 

31.0% 

41.5% 

27.9% 

32.1% 

33.8% 

27.9% 

68.7% 

28.7% 

31.8% 

52.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児相談・こどもの発育相談 

公民館での体験教室 

図書館でのおはなし会 

教育相談 

町発行の「子育て支援のご案内」 

ファミリーサポートセンター 

こどもの医療費支給事業 

学童保育室 

梅サポ室「ひまわり」 

子ども大学・越生 

（回答者総数390人） 
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（７）子育て（教育を含む）をする上で、気軽に相談できる人（場所）の有無 

   気軽に相談できる人（場 

所）の有無では、「いる／あ 

る」が 90.3％、「いない／な 

い」が 9.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）子育て（教育を含む）をする上で望むサポート 

   子育て（教育を含む）を 

する上で望むサポートにつ 

いては、「子どもを遊ばせる 

場や機会の提供」が 61.8％ 

で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）越生町全体の子育て環境や子育て支援への満足度 

   越生町全体の子育て環境 

や子育て支援への満足度に 

ついては、「満足」が 11.9 

％、「どちらかといえば満 

足」が 35.2％で合わせると 

４割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

いる/ある 

90.3% 

いない/ 

ない 

9.0% 

無回答 

0.8% 

（回答者総数：390人） 

61.8% 

25.4% 

15.6% 

19.5% 

19.0% 

14.9% 

8.2% 

7.9% 

12.3% 

3.1% 

8.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子どもを遊ばせる場や機会の提供 

親のリフレッシュの場や機会の提供 

子育て中の親同士の仲間づくり 

親の不安や悩みの相談 

子どもの発育や教育のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの提供 

子どもの病気や障害についての相談 

子育てについての講座 

父親向けの育児講座 

行政による子育て情報の提供 

その他 

無回答 

（回答者総数：390人） 

満足 

11.9% 

どちらかと

いえば満足 

35.2% 

普通 

48.2% 

どちらかと

いえば不満 

2.2% 

不満 

1.1% 無回答 

1.4% 

（回答者総数：390人） 

 気軽に相談できる人（場所）

の有無では、「いる／ある」が

90.3％、「いない／ない」が

9.0％となっています。 

 

 子育て（教育を含む）をする

上で望むサポートについては、

「子どもを遊ばせる場や機会の

提供」が 61.8％で最も多くな

っています。 

 

 

 越生町全体の子育て環境や子

育て支援への満足度については

「満足」が 11.9％、「どちらか

といえば満足」が 35.2％で合わ

せると４割を超えています。 
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第４節 「越生町子ども・子育て支援事業計画」の 

評価と重点課題                 
１ 「越生町子ども・子育て支援事業計画」の評価 
（１）子ども・子育て支援事業の推進 
 

①１号及び２号認定 
    

 

（実人数）  

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 

見込量 

１号認定 人 70 70 65 60 

 
２号認定 人 152 147 142 127 

 
  教育ニーズ 

 
人 42 42 37 32 

 
  保育ニーズ   人 110 105 105 95 

 

確保 

方策 

特定教育・保育施設 人 125 125 125 125 

 
  １号認定 

 
人 15 15 15 15 

 
  ２号認定   人 110 110 110 110 

 
確認を受けない幼稚園 人 97 97 97 97 

 
認可外保育施設 人 0 0 0 0 

 
  １号認定 人 12(75) 14(71) 12(65) 8(55) 

 
実績 ２号認定 人 106(8) 124(8) 133(3) 125(2) 

 
    教育ニーズ   人 (6) (3) (3) (2) 

 
    保育ニーズ   人 106(2) 124(5) 133 125 

 

方策別

実績 

特定教育・保育施設 人 118 138 145 133 

 
  １号認定   人 12 14 12 8 

 
  ２号認定   人 106 124 133 125 

 
確認を受けない幼稚園 人 (81) (74) (68)  （57） 

認可外保育施設 人 (2) (5) 0 0 

                      ※（  ）は認定を受けずに利用 
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②３号認定 
      

・０歳児 
      

       
（実人数） 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 
見込量 人 17 17 17 17 

 

 
確保方策 人 17 17 17 17 

 

 
  特定教育・保育施設 人 17 17 17 17 

 

 
  地域型保育 人 0 0 0 0 

 

 
  認可外保育施設 人 0 0 0 0 

 

 
実績 人 19 7(1) 7 10 

 
方策別実績 人 19 7(1) 7 10 

 
  特定教育・保育施設 人 18 7 7 10 

 

 
  地域型保育 人 1 0 0 0 

 
  認可外保育施設 人 0 (1) 0 0 

     
※（ ）は認定を受けずに利用 

 

          
・１・２歳児 

       

       
（実人数） 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 
 

 
見込量 人 60 55 55 55 

 

 
確保方策 人 60 60 60 60 

 

 
  特定教育・保育施設 人 60 60 60 60 

 

 
  地域型保育 人 0 0 0 0 

 

 
  認可外保育施設 人 0 0 0 0 

 

 
実績 人 67 57 50 41 

 
方策別実績 人 67 57 50 41 

 
  特定教育・保育施設 人 62 56 50 41 

 

 
  地域型保育 人 5 1 0 0 

 

 
  認可外保育施設 人 0 0 0 0 
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③時間外保育事業 
     

      
（実人数） 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 
見込量 人数（人） 15 15 15 15 

 確保 

方策 

人数（人） 15 15 15 15 

 
施設数（か所） 2 2 2 2 

 
実績 人数（人） 14 14 15 14 

 
方策別 

実績 

人数（人） 14 14 15 14 

 
施設数（か所） 2 2 2 2 

       
④子育て短期支援事業 

 
  

（年間延べ人数） 
    

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 
見込量 延べ人数（人日） 0 0 0 0 

 確保 延べ人数（人日） 0 0 0 0 

 
方策 施設数（か所） 0 0 0 0 

 
実績 延べ人数（人日） 0 0 0 0 

 方策別 

実績 

延べ人数（人日） 0 0 0 0 

 
施設数（か所） 0 0 0 0 

        
⑤地域子育て支援拠点事業 

    

     
（月当たり延べ回数） 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 
見込量 延べ回数（回） 230 220 210 205 

 
確保 

方策 

（か所） 

地域子育て支援拠

点事業（か所） 
1 1 1 1 

 
その他（か所） 0 0 0 0 

 
実績 延べ回数（回） 232 235 253 283 

 
方策別 

実績 

（か所） 

地域子育て支援拠

点事業（か所） 
1 1 1 1 

 
その他（か所） 0 0 0 0 
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⑥一時預かり事業、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）及び子育て援助 

活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業[病児・緊急対応強化事業 

を除く]） 
 

 

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

      
（年間延べ人数） 

 区 分 
  

  

平成 平成 平成 平成 
 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 

 
量の見込み（人日）  2,075 2,065 1,965 1,785 

 

 
  １号認定 415 405 395 355 

 

 
  ２号認定 1,660 1,660 1,570 1,430 

 

 確保方策 
延べ人数（人日） 2,075 2,065 1,965 1,785 

 

 
施設数（か所） 1 1 1 1 

 

 
実績（人日）  2,953 1,686 1,479 1,392 

 

 
  １号認定 1,153  861 704 792 

 

 
  ２号認定 1,800 825 775 600 

 

 方策別実績 
延べ人数（人日） 2,953 1,686 1,479 1,392 

 
施設数（か所） 1 1 1 1 

 

・幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）以外 
 

 

      
（年間延べ人数） 

 

 区 分 
  平成 平成 平成 平成 

  

 
  27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

  

 
見込量 延べ人数（人日） 335 325 310 295 

  

 
確保方策 

一時    

預かり 

延べ人数 

（人日） 
305 295 280 265 

  

 
  

施設数 

（か所） 
2 2 2 2 

  

 
  

ファミリー・サポート・ セン

ター（人日） 
30 30 30 30 

  

   

 
  

トワイライ

トステイ 

延べ人数 

（人日） 
0 0 0 0 

  

 
  

施設数 

（か所） 
0 0 0 0 

  

 
実績 延べ人数（人日） 200 64 73 112 

  

 

方策別実績 

一時    

預かり 

延べ人数 

（人日） 
177 49 52 44 

  

 
施設数 

（か所） 
2 2 2 2 

  

 
ファミリー・サポート・ セン

ター（人日） 
23 15 21 66   

   

 トワイライ

トステイ 

延べ人数 

（人日） 
0 0 0 0 

  

 
施設数 

（か所） 
0 0 0 0 
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⑦病児、病後児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・セン 

ター事業[病児・緊急対応強化事業]） 
 

 

       
（年間延べ人数） 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 
 

 
見込量（人日） 30 30 30 30 

 

 

確保 

方策 

病後児    

保育事業 

延べ人数 

（人日） 
0 0 0 10 

 

 
施設数（か所） 0 0 0 1 

 

 
ﾌｧﾐﾘｰ･ｻ

ﾎﾟｰﾄ・ｾﾝ

ﾀｰ事業 

延べ人数 

（人日） 
30 30 30 20 

 

 
施設数（か所） 1 1 1 1 

 

 
実績（人日）   0 0 3 1 

 

 

方策別 

実績 

病後児    

保育事業 

延べ人数 

（人日） 
0 0 0 0 

 

 
施設数（か所） 0 0 0 0 

 

 
ﾌｧﾐﾘｰ･ｻ

ﾎﾟｰﾄ・ｾﾝ

ﾀｰ事業 

延べ人数 

（人日） 
0 0 3 1 

 

 
施設数（か所） 1 1 1 1 

 

          

           
⑧子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）（就学児童のみ） 

       
（年間延べ人数） 

 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 
 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 
 

 
見込量（人日）  175 210 200 185 

 

 
確保方策（人日）  175 210 200 185 

 

 
実績（人日）  119 55 2 0 

 

 
方策別実績（人日）  119 55 2 0 
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⑨利用者支援事業 
       

        
（か所数） 

 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

  

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

  

 
見込量（か所）  1 1 2 2 

  

 
確保方策 

基本型（か所） 0 1 1 1 
  

 
特定型（か所） 0 0 0 0 

  

 
母子保健型（か所） 0 0 1 1 

  

 
実績（か所）  1 1 2 2 

  

 
方策別 

実績 

基本型（か所） 0 1 1 1 
  

 
特定型（か所） 0 0 0 0 

  

 
母子保健型（か所） 0 0 1 1 

  

            

 

 

 

⑩乳幼児家庭全戸訪問事業／養育支援訪問事業 
   

      
（実人数） 

 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 

 乳児家庭全戸

訪問事業 

見込量（人） 70 65 65 60 
 

 
確保方策（人） 70 65 65 60 

 

 養育支援 
見込量（人） 5 5 5 5 

 

 
確保方策（人） 5 5 5 5 

 

 乳児家庭全戸

訪問事業 

実績（人） 46 49 33 45 
 

 
方策別実績（人） 46 49 33 45 

 

 養育支援 
実績（人） 5 3 2 3 

 

方策別実績（人） 5 3 2 3 
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⑪妊婦健康診査 
      

      
（年間延べ回数） 

 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 

 
見込量（人回） 850 790 790 730 

 

 
確保方策（人回） 850 790 790 730 

 

 
実績（人回） 544 573 467 534 

 

 
方策別実績（人回） 544 573 467 534 

 

          

          

⑫放課後児童健全育成事業 
     

       
（実人数） 

 

 区 分 
平成 平成 平成 平成 

 

 
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

 

 
見込量（人） 65 60 85 95 

 

   
１～３年生 45 40 75 85 

 

 
４～６年生 20 20 10 10 

 

 
確保 登録児童数（人） 65 60 85 95 

 

 
方策 施設数（か所） 2 2 3 3 

 

 
実績（人） 61 68 63 73 

 

   
１～３年生 55 62 58 64 

 

 
４～６年生 6 6 5 9 

 

 方策別実績 
登録児童数（人） 61 68 63 64 

 

 
施設数（か所） 2 3 3 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



31 

 

（２）総合的な子育て支援施策の展開 

 

 
指標の凡例 

 事業の成果 

 Ａ：期待以上の成果をあげた 

 Ｂ：期待どおりの成果をあげた 

 Ｃ：期待どおりの成果をあげていない 

 Ｄ：実施していない 

 

今後の方針 

 Ａ（拡充）：対象の拡大や手段の充実により事業を拡大すること 

 Ｂ（継続）：現在の事業の枠組みを維持して継続すること 

 Ｃ（見直し）：事業の縮小や統合、または他の施策や新たな施策で対応すること 

 Ｄ（廃止）：社会情勢の変化等により事業を廃止すること 

 

 

 

 

 
① 地域における子育て支援の充実 

 

○「（１）地域子育て支援センターの充実」については、子育て支援センター、越生み

どり幼稚園、越生保育園の未就園児事業は、未就園児とその保護者の交流の場、相談

の場となっています。 

○「（１）－（２）子育てに関する情報提供体制の充実」では、平成３０年度から、満

２歳の誕生日を迎えた子どもを在宅で養育している保護者に、子育て相談のきっかけ

をつくることを目的の一つとして在宅育児応援事業を開始しています。 

○「（２）地域全体で子育てを支援する体制の整備」においては、学校応援団や見守り

ボランティア等、多くの地域の方が活動しています。また、各幼稚園や保育園、学童

保育室でも、地域の方や高齢者との交流が図られています。 

○今後も、地域全体で子育てを支援していくことが求められています。 

 

 

施策名 成果 方針 

（１）地域子育て支援センターの充実   

（１）地域子育て支援センターの充実 Ｂ Ｂ 

（２）子育てに関する情報提供体制の充実 Ａ Ａ 

（３）幼稚園との連携強化 Ｂ Ｂ 

（２）地域全体で子育てを支援する体制の整備   

（１）学校教育と社会教育の連携強化 Ｂ Ｂ 

（２）学校・家庭・地域の連携強化 Ｂ Ｂ 

（３）地域全体で子育てを支援する意識の普及 Ｂ Ｂ 
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② 家庭における子育て支援の充実 

 

○「（１）家庭における子育ての力を高める支援の充実」においては、小中学校とも土

曜授業日を利用した行事の開催を行い、父親も参加しやすい環境としています。また、

中学３年生を対象に家庭科の授業において、幼稚園、保育園で「幼児とのふれあい体

験」を実施しています。これらの取組を今後とも継続していきます。 

○「（２）経済的支援の充実」においては、「（２）－（１）こどもの医療費支給事業

の充実」について、対象者を１８歳の年度末までとしており、町内と毛呂山町の指定

医療機関で、窓口払いを廃止して、安心して医療機関に受診することができています。

指定医療機関に小児科もあるため、今後も、身近なかかりつけ医を推進していきます。 

○「（２）－（２）保育料等に関する負担軽減の充実」においては、年齢に関わらず第

３子以降の児童に対して、保育料の無料化を実施し、多子世帯の経済的負担軽減とな

っています。また、令和元年１０月から、幼児教育・保育の無償化により、３歳未満

児の非課税世帯の児童と３歳以上児の保育料が無料となりました。平成２９年度から

は、学童保育室の保育料についても住民税非課税世帯等への減額制度を実施していま

す。 

○「（２）－（８）ウェルカム赤ちゃん事業」については、平成２８年４月から男性不

妊治療の助成を、平成２９年からは不妊検査費、不育症検査費の助成を開始していま

す。 

 

施策名 成果 方針 

（１）家庭における子育ての力を高める支援の充実   

（１）家庭教育の充実 Ｂ Ｂ 

（２）父親の育児参加の促進 Ｂ Ｂ 

（３）「親」としての意識啓発の充実 Ｂ Ｂ 

（２）経済的支援の充実   

（１）こどもの医療費支給事業の充実 Ｂ Ｂ 

（２）保育料等に関する負担軽減の充実 Ａ Ｂ 

（３）児童手当の普及・啓発 Ｂ Ｂ 

（４）出生祝金の支給の充実 Ｂ Ｂ 

（５）チャイルドシートの購入費一部助成事業の普及・啓発 Ｂ Ｂ 

（６）予防接種費用の一部助成事業の普及・啓発 Ｂ Ｂ 

（７）ベビーベッド貸出事業 Ｂ Ｂ 

（８）ウェルカム赤ちゃん事業 Ａ Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

③ 親と子の健康と福祉の充実 

 

○「（１）一人ひとりに対応した母子保健の推進」においては、平成２９年４月に子育

て世代包括支援センターを開設し、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援に努

めています。 

○「（２）母子保健事業の充実」においては、乳幼児健康診査を年３回から年４回に回

数を増やして実施しています。また、これまで行ってきた育児相談のほか助産師によ

る相談も開始しています。さらに、町内の幼稚園、保育園に出向き食育推進のための

健康教育を行うなど連携を図っています。今後も、保健師、助産師のスキルアップに

努め、質的な充実を図ります。 

○「（３）児童虐待防止対策の充実」においては、要保護児童対策地域協議会を中心に、

医療、福祉、幼稚園、保育園、学校等各機関と連携して取り組んでいます。 

○「（４）ひとり親家庭等の自立支援の推進」においては、経済的な支援として、医療

費の助成、児童扶養手当の支給等を行っています。また、埼玉県西部福祉事務所等関

係機関と連携して、相談・援助事業を行っています。 

○「（５）障がい・発達に遅れのある子どもへの支援」においては、子どもの発達支援

巡回相談事業を町内５施設で実施して、きめ細かな支援に努めています。 

○今後も継続して取り組むとともに、事業に携わる者の質的充実に努めます。 

 

 

 

 

施策名 成果 方針 

（１）一人ひとりに対応した母子保健の推進   

（１）妊娠から育児までの一貫した母子保健の推進 Ａ Ａ 

（２）保健・医療・福祉・教育との連携による母子保健の推進 Ｂ Ｂ 

（３）すべての子育て家庭と身近な関係となる母子保健の推進 Ｂ Ｂ 

（２）母子保健事業の充実   

（１）乳幼児健康診査・妊婦健康診査の充実 Ｂ Ｂ 

（２）乳幼児健康相談の充実 Ａ Ａ 

（３）乳幼児健康教育の充実 Ａ Ａ 

（４）乳幼児等への訪問指導の充実 Ｂ Ｂ 

（５）歯科保健事業の充実 Ｂ Ｂ 

（６）小児医療の充実 Ｂ Ｂ 

（７）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策相談体制の充実 Ｂ Ｂ 

（３）児童虐待防止対策の充実   

（１）母子保健事業における児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応 Ｂ Ｂ 

（２）「要保護児童対策地域協議会」の充実 Ｂ Ａ 

（３）学童・保育所との連携による児童虐待早期発見・早期対応の強化 Ｂ Ｂ 

（４）ひとり親家庭等の自立支援の推進   

（１）ひとり親家庭等への支援の充実 Ｂ Ｂ 

（２）ひとり親家庭等に対する相談・情報提供の充実 Ｂ Ｂ 

（５）障がい・発達に遅れのある子どもへの支援   

（１）障がいの早期発見・早期療育の充実 Ｂ Ｂ 

（２）障がい児に対する相談・支援体制の充実 Ａ Ａ 

（３）障がい児に対する福祉サービス・生活支援の充実 Ｂ Ｂ 

 



34 

 

④ 仕事と子育ての両立支援 

 

○保育サービスについては、待機児童数が０人で、今後ともこの体制を維持していくこ

とが求められています。 

○「（１）－（６）病児・病後児保育の検討」については、保育所等での開設は、施設

の改築等を伴わないと実施できないため、難しい状況です。ファミリー・サポート・

センターによる病児・病後児緊急サポート事業を推進していきます。サポート会員を

増員することが求められています。 

○「（２）仕事と子育てを両立するための普及啓発」においては、母子健康手帳交付時

や広報おごせにより、周知・啓発をしています。今後とも継続して取り組む必要があ

ります。 

 

施策名 成果 方針 

（１）多様な保育サービスの充実   

（１）保育サービスにおける待機児童数ゼロの推進 Ａ Ａ 

（２）低年齢児保育の充実 Ｂ Ｂ 

（３）時間外保育の充実 Ｂ Ｂ 

（４）一時預かりの充実 Ｂ Ｂ 

（５）休日保育の検討 Ｂ Ｂ 

（６）病児・病後児保育の検討 Ｃ Ｂ 

（７）保育所や学童保育室における障がい児の受け入れ体制の充実 Ｂ Ｂ 

（８）学童保育室の充実 Ｂ Ｂ 

（９）預かり保育の推進 Ｂ Ｂ 

（２）仕事と子育てを両立するための普及啓発   

（１）男女共同参画意識の高揚 Ｂ Ｂ 

（２）育児・介護休業制度の周知・啓発 Ｂ Ｂ 

（３）ワーク・ライフ・バランスに基づく子育て支援の推進 Ｂ Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

⑤ 子どもの個性を生かす教育の充実 

 

○「（１）－（２）食育に関する授業の充実」については、栄養教諭を中心に小学校低

学年から正しい食習慣について学習しています。保護者向けにも食育だより等で啓発

を行っています。また、越生町の学校給食は平成２９年度に、全国学校給食甲子園で

日本一になりました。 

○「（１）－（３）きめ細かな教育の充実」については、中学３年生までの３５人学級

の実施や非常勤補助教員を配置して取り組んでいます。 

○「（１）－（８）学校評議員制度の充実」については、学校評議員制度から学校運営

協議会制度へ移行しました。これまでの取組を継承しつつ、学校・家庭・地域が一体

となった教育を実現するための組織づくりに努めることが、求められています。 

○「（２）子どもの豊かな遊びと体験の充実」においては、伝統文化の継承である子ど

もおはやし大会をはじめとして、様々な体験活動に取り組んでいます。 

 また、平成２９年度から開始した「子ども大学・越生」は、毎年、たくさんの参加者

があり、好評を得ています。 

○課題としては、子どもの数の減少により、子ども会の維持やスポーツ少年団の団員数

の減少があげられます。 

 

施策名 成果 方針 

（１）豊かな心と体を育む教育の充実   

（１）教職員の指導力向上 Ｂ Ｂ 

（２）食育に関する授業の充実 Ａ Ａ 

（３）きめ細かな教育の充実 Ａ Ａ 

（４）幼・保・小・中連絡協議会の充実 Ｂ Ｂ 

（５）道徳教育の充実 Ｂ Ｂ 

（６）体力を向上できる環境の充実 Ｂ Ｂ 

（７）児童・生徒へのカウンセリングの充実 Ｂ Ｂ 

（８）学校評議員制度の充実 Ａ Ａ 

（９）町有林を活用した体験学習の提供 Ｂ Ｂ 

（２）子どもの豊かな遊びと体験の充実   

（１）芸術文化活動の充実 Ｂ Ｂ 

（２）多様な体験ができる機会の提供 Ａ Ａ 

（３）様々な交流機会の充実 Ｂ Ｂ 

（４）スポーツ環境の整備 Ｂ Ｂ 
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⑥ 子育て・子育ちを支援する生活環境の整備 

 

○「（１）安心して遊び、生活できる環境の整備」については、公園や道路の計画的な

維持管理を行っています。子育て家庭にやさしい環境づくりとして、公共施設にオム

ツ交換台を設置しました。 

○「（２）子どもの安全を確保するための活動の推進及び環境の整備」については、幼

稚園、保育園、小学校で交通安全教室や親子自転車教室、交通安全世代間交流事業等

を実施して、啓発活動を行っています。また、交通安全教室では、防犯に関する啓発

も行っています。 

○「（３）子どもを犯罪から守るための活動の推進及び環境の整備」については、有害

環境対策は書店やコンビニエンスストアの自主規制が図られているため、啓発活動は

実施していません。防犯灯の整備については、ＬＥＤ化が計画よりも早く実施できま

した。また、防犯パトロール活動については、駅前防犯パトロール隊員、見守りボラ

ンティア等多くの地域の方の協力を得て実施しています。今後も、継続して取り組ん

でいくことが求められています。 

 

 

施策名 成果 方針 

（１）安心して遊び、生活できる環境の整備   

（１）公園の環境整備 Ｂ Ｂ 

（２）子育て家庭にやさしい環境づくり Ａ Ｂ 

（３）道路環境の整備 Ｂ Ｂ 

（４）環境汚染対策の推進 Ｂ Ｂ 

（２）子どもの安全を確保するための活動の推進及び環境の整備   

（１）交通安全・防犯教育の推進 Ｂ Ｂ 

（２）「子ども１１０番の家」の周知 Ｂ Ｂ 

（３）子どもを犯罪から守るための活動の推進及び環境の整備   

（１）有害環境対策における教職員研修の実施 Ｂ Ｂ 

（２）有害環境自粛のための各事業者への啓発 Ｄ Ｄ 

（３）防犯灯等の整備 Ａ Ｂ 

（４）防犯パトロール活動の充実 Ａ Ｂ 
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母子保健事業の数値目標 

    

 
 

 
現況（平成 25 年度） 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

 
乳幼児健康診査 各健康診査の回数：３回 

乳児健診３回 乳児健診４回 乳児健診４回 乳児健診４回 

 
１歳６か月児健診３回 

３歳児健診３回 

１歳６か月児健診３回 

３歳児健診診３回 

１歳６か月児健診３回 

３歳児健診診３回 

１歳６か月児健診３回 

３歳児健診診３回 

 

妊婦健康診査 

妊婦健康診査受診票         

 
・ＨＩＶ抗体検査 ＨＩＶ:４３件 ＨＩＶ:５１件 ＨＩＶ:３９件 ＨＩＶ:４０件 

 
・子宮頸がん検診 子宮頸がん検診：４２件 子宮頸がん検診：５１件 子宮頸がん検診：３７件 子宮頸がん検診：４０件 

 
・基本的な妊婦健康診査、血液検

査、Ｂ型肝炎・Ｃ型肝炎検査 
基本的な妊婦健康診査：４３件 基本的な妊婦健康診査：５１件 基本的な妊婦健康診査：３９件 基本的な妊婦健康診査：４０件 

 
・ＨＴＬＶ－１抗体検査 ＨＴＬＶ-１：４２件 ＨＴＬＶ-１：５１件 ＨＴＬＶ-１：４０件 ＨＴＬＶ-１：３９件 

 
・性器クラミジア検査 クラミジア：４５件 クラミジア：５０件 クラミジア：４２件 クラミジア：４２件 

 
助成券１３回 助成券：１３回分延５０１件 助成券：１３回分延５２２件 助成券：１３回分延４２８件 助成券：１３回分延４９４件 

 
妊婦健康相談 相談人数：70 人 ６０人 ５６人 ４９人 ４９人 

 
新生児電話相談 相談人数：63 人 ５０人 ４６人 ３６人 ４３人 

 
育児相談 相談回数：年 33 回 年３３回 年３２回 年３２回 年３２回 

 
こどもの発育相談 相談回数：年３回 年３回 年４回 年４回 年５回 

 
ママパパ教室 実施回数：４コース 年３回 年３回 年２回 年２回 

 
 離乳食実習 実施回数：３回 年３回 年４回 年４回 年４回 

 
 歯科保健指導（歯科 一人あたりのむし歯本数 一人あたりのむし歯本数 一人あたりのむし歯本数 一人あたりのむし歯本数 一人あたりのむし歯本数 

 
ブラッシング指導） ・１歳６か月：0.12 本 １歳６か月児：０本 １歳６か月児：０.０４本 １歳６か月児：０.０８本 １歳６か月児：０.０５本 

 
  ・３歳児  ：1.37 本 ３歳児：０．５５本 ３歳児：０．６４本 ３歳児：０．７本 ３歳児：０．９３本 

 
２歳児歯科教室 実施回数：年２回 年２回 年２回 年２回 年２回 

 
 思春期健康相談 随時 延１件 随時 随時 随時 
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２ 計画の重点課題 
 

ニーズ調査における町民の意見や「越生町子ども・子育て支援事業計画」の 

評価、また本町の地域性等を踏まえ、計画の重点課題は次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域全体で取り組む子育て支援 

   本町は、かつて地域全体で子育てを支援する意識が強く根付いていましたが、近

年では、子どもの数の減少や地域コミュニティの希薄化などにより、地域の子育て

機能の低下が指摘されています。 

こうした中にあっても、地域住民による登下校の見守りや防犯パトロール活動な

ど、地域全体で子育てを支援する取組が行われています。 

今後とも、福祉部門のみならず、家庭教育、学校教育、社会教育、防犯など他分

野の行政部門が連携しながら、地域全体で子育てを支援する地域づくりを推進して

いくことが求められています。 

 

（２）多様な保育ニーズに対応 

   本町は、保育所の入所希望者に対し、従来から待機児童を出すことなく受け入れ

ています。今後は、保護者が安心して利用できるように質の高い保育を目指します。

また、保護者の病気療養や冠婚葬祭など様々な理由による一時預かり事業や病児・

病後児保育の需要に対し、ファミリー・サポート・センターの利用を促進していく

ことで多様なニーズに対応していくことが求められています。 

 

（３）母子保健事業の充実 

   母子保健事業については、子育て世代包括支援センターを設置して、妊娠期から

子育て期までの切れ目のない支援に努めています。また、小規模自治体の強みを活

かし、顔のみえる支援を行っています。 

   今後とも、きめ細かい支援を行っていけるよう、職員のスキルアップを図り、支

援体制を充実することが求められています。 

 

 

（４）経済的支援の充実 

   我が国の経済環境は依然として厳しい状況にあり、子育てに対する経済的負担を

軽減することが求められています。 

本町では、こどもの医療費支給事業について、１８歳年度末まで対象としている

とともに町内及び毛呂山町の指定医療機関における窓口払い無料化となっておりま

す。また、多子世帯への支援として、保育料及び副食費の第３子以降無料化、出生

祝金の第３子以降１０万円の支給、第３子以降学校給食半額補助、学童保育室の保

育料の減額を行っています。 

今後もこれらの事業を継続していくことが求められています。 

 

 

（１）地域全体で取り組む子育て支援 

（２）多様な保育ニーズに対応 

（３）母子保健事業の充実 

（４）経済的支援の充実 

 



39 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

      基本的な視点及び理念等   
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１ 基本的な視点 
 

   本計画の策定にあたっては、以下の３つの視点を基本として考えていきます。 

 

 

 

 

（１） 

   

 

 

     「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すことを 

基本に、子どもの視点に立ち子どもの生存と発達が保障され 

れるよう、良質かつ適切な水準のものとなるよう、子ども・ 

子育て支援事業を進めていきます。 
 

 

 

 

 

（２） 

   

 

 

     家庭は子育ての出発点です。保護者の子育てに対する負担 

や不安、孤立感を和らげることにより、保護者が自己肯定感 

を持ちながら子どもと向きあえる環境を整え子育てや子ども 

の成長に喜びや生きがいを感じることができるような支援を 

していきます。 
 

 

 

 

 

（３） 

   

 

 

     子どもは社会の希望であり、未来をつくる力です。社会のあ 

らゆる分野における構成員が、子ども・子育て支援の重要性に 

対する関心や理解を深め、各々が協同し、それぞれの役割を果 

たすことが重要です。地域社会全体で子ども・子育て支援を推 

進していきます。 

 

 

子どもの育ちの視点 

親としての育ちの視点 

地域社会全体で子ども・子育てを支援する視点 
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２ 基本理念 
 

 

 

 

 

 

 

 

    子どもは生まれながらに無限の可能性をもち、未来を担う貴重な存在です。 

そこで、すべての子どもたちが自らの可能性を伸ばし、未来に向かって夢と希

望を抱き、子どもの個性を最大限に尊重し、その幸せに配慮することが必要です。 

本計画では、こうした「子育ち」への支援を重視し、各施策の取組を進めてい  

くこととします。 

また、保護者自身も親として成長していくことが大切であり、まち全体で「親

育ち」への支援を図っていくことが重要です。そのために、親がきちんと子育て

における責任を果たしていけるよう安心して子育てを楽しむことができ、子育て

の喜びを実感できる環境の整備を推進するとともに、「教育のまち」としての充

実を図ります。 

そして、子どもが「越生町で育ってよかった」、親も「このまちで子育てをし

てよかった」と実感し、地域全体で子育て家庭を支えあえる魅力あるまちを目指

します。 

これらの取組を通じて、家庭を築き、子どもを産み育てるという人々の希望が

かなえられるとともに、すべての子どもが健やかに育っていくことのできるまち

越生の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべての子どもが健やかに育つまち越生 
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３ 基本方針 
 

   計画の基本理念「すべての子どもが健やかに育つまち越生」を基に、理想とする

子育て社会の実現に向けて、以下６つの基本方針に基づいて各施策を進めます。 

 

基本方針１ 地域における子育て支援の充実 

   地域で子育てをしているすべての家庭に対して、子育ての喜びと誇りが実感でき

るよう、子育て支援センターを核として仲間づくりを進めるとともに、学校、家庭、

地域が連携し、地域全体で子育てを支援する体制を整備します。 

 

 

基本方針２ 家庭における子育て支援の充実 

子育ての第一義的な責任を有する「親」としての育ちを支援するため、家庭教育

の充実や、家庭における子育ての力を高める取組を推進します。また、こどもの医

療費支給事業をはじめ、経済的支援の充実を図ります。 

 

 

基本方針３ 親と子の健康と福祉の充実 

子どもの生まれながらに持つ個性や能力を育み、健やかに成長していくことがで

きるよう、子育て世代包括支援センターを中心に、個々の子育て家庭と身近な関係

に基づくきめ細かな母子保健サービス、相談体制の充実を推進します。そして、児

童虐待の防止に努めます。また、ひとり親家庭、障がいや発達に遅れのある子ども

への支援の充実を図ります。 

 

 

基本方針４ 仕事と子育ての両立支援 

仕事と子育ての両立ができるよう、低年齢児保育や病児・病後児保育、一時預か

りなど多様な保育サービスの充実を図ります。また、産後の休業や育児休業の取得

など、子育て家庭に対する事業主の理解を深めるとともに、男女共同参画意識の高

揚を進めます。 

 

 

基本方針５ 子どもの個性を生かす教育の充実 

本町の高い教育力を今後とも継続し、「知育・徳育・体育｣の均整のとれた教育

と環境の整備を進め、「教育のまち」としての充実を図ります。また、子どもが「越

生町で育ってよかった」という愛着を持ちながら成長できるよう、芸術文化活動や

地域における交流活動など、子どもの豊かな体験と遊びの機会の提供を図ります。 

 

 

基本方針６ 子育て・子育ちを支援する生活環境の整備 

子育て家庭に配慮した快適でゆとりのある生活環境の整備を推進していくととも

に、安全に安心して暮らすことができるように、関係機関や団体等の連携を図り、

交通安全の確保並びに防犯体制の強化を目指します。また、大気汚染をはじめとす

る環境汚染に対し、緊急時の措置対応や、健康被害の状況等の把握などを行い、県

及び関係機関と連携を図ります。 
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第４章 

        具体的な計画の内容   
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第１節 子ども・子育て支援事業の推進          
１ 教育・保育の見込量及び確保方策 
 

（１）１号及び２号認定 

 

 【事業の概要】 

 １号認定は、子どもが満３歳以上で教育を希望する場合に該当し、幼稚園または

認定こども園の利用対象者となります。 

２号認定は、子どもが満３歳以上で「保育の必要な事由」に該当し、保育所等で

の保育を希望される場合に該当し、保育所または認定こども園の利用対象者となり

ます。 

ただし、２号認定であっても幼稚園を希望する場合は教育ニーズ（幼稚園利用者）

として見込み量を算定しました。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

現在、町内には、幼稚園が１か所、認可保育所が２か所あります。教育・保育の

提供体制は、現行体制で足りうるものと考えられます。 

今後とも引き続き待機児童を発生させないようにするとともに、教育・保育内容

の質の向上に努め、子育てをしている方が安心して働くことができる環境づくりに

努めます。 

 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見

込

量 

１号認定 人 55 50 45 45 45 

２号認定 人 100 95 85 85 85 

 
教育ニーズ 人 5 5 5 5 5 

保育ニーズ 人 95 90 80 80 80 

確   

保  

方

策 

 

特定教育・保育施設 人 155 155 155 155 155 

 
１号認定 人 60 60 60 60 60 

２号認定 人 95 95 95 95 95 

確認を受けない幼稚園 人 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 人 0 0 0 0 0 
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（２）３号認定 

    

【事業の概要】 

３号認定は、子どもが満３歳未満で、「保育の必要な事由」に該当し、保育所等

での保育を希望される場合に該当し、保育所・認定こども園のほか地域型保育、認

可外保育施設の利用対象者となります。 

  

 【町の状況及び確保の方策等】 

低年齢児の保育需要は高い傾向にあり、０歳児、１歳児については、年度末に向

けて需要が増えていくことが特徴となっています。 

 今後とも、育児休業後に円滑に保育所等の利用ができるよう確保に努めます。 

 

  ①０歳児 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 人 10 10 10 10 10 

確保方策 人 10 10 10 10 10 

 特定教育・保育施設 人 10 10 10 10 10 

地域型保育 人 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 人 0 0 0 0 0 

 

 

  ②１歳児・２歳児 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 人 50 50 50 50 50 

確保方策 人 50 50 50 50 50 

 特定教育・保育施設 人 50 50 50 50 50 

地域型保育 人 0 0 0 0 0 

認可外保育施設 人 0 0 0 0 0 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の見込量及び確保方策 
 

（１）時間外保育事業 

 

 【事業の概要】   

   時間外保育事業は、午後６時以降の保育を行う事業の見込み量として、０～５歳

のうち保育の必要のある乳幼児を対象に算定しました。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

時間外保育事業は認可保育所２か所で午後７時まで実施しています。ニーズ調査

（就学前児童調査）では、午後７時以降の希望としては、午後７時３０分までが  

3.5％、午後８時までが 2.0％となっていますが、当面は現体制を維持しつつ、需

要の動向を注視していきます。 

  

（実人数）  

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 人数（人） 15 15 15 15 15 

確保方策 
人数（人） 15 15 15 15 15 

施設数（か所） 2 2 2 2 2 

 

 

 

（２）子育て短期支援事業 

   

 【事業の概要】 

   子育て短期支援事業は、保護者が疾病、その他の身体上もしくは精神上または 環

境上の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合に、

施設において必要な保護を行う事業です。 

見込み量は、０～５歳のすべての乳幼児を対象に算定しました。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

ニーズ調査（就学前児童調査）では子育て短期支援事業のニーズは見られません。

夜間のニーズが発生した場合にも、ファミリー・サポート・センターで対応が可能

であり、今後、ファミリー・サポート・センターの利用促進を図ることで対応して

いきます。 

 

（年間延べ人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 延べ人数（人日） 0 0 0 0 0 

確保方策 
延べ人数（人日） 0 0 0 0 0 

施設数（か所） 0 0 0 0 0 
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（３）地域子育て支援拠点事業 

   

 【事業の概要】 

   地域子育て支援拠点事業は、すべての子育て家庭を地域で支える取組として地域

の子育て中の親子の交流促進や育児相談等を実施し、子育ての孤立感、負担感の解

消を図る事業です。 

   見込み量は、０歳～５歳のすべての乳幼児を対象に算定しました。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

本町では、山吹保育園敷地内に「越生町子育て支援センターすくすく」を設置し

ています。各種イベントや園庭開放、出前保育等を行っています。現行事業を継続

するとともに更なる内容の充実を図ります。 

 

（月当たり延べ回数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 延べ回数（回） 250 240 230 230 220 

確保方策 

（か所） 

地域子育て支援 

拠点事業（か所） 
1 1 1 1 1 

その他（か所） 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



48 

 

（４）一時預かり事業、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）及び子育て援助 

活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業〔病児・緊急対応強化事 

業を除く〕） 

   

 【事業の概要】 

   一時預かり事業は、幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）

のほか、子育て短期支援事業（トワイライトステイ）及び子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・センター事業）があります。 

このうち子育て短期支援事業（トワイライトステイ）は、家庭において、保護者

が病気や仕事、出産、育児疲れなどで一時的に養育することができなくなったお子

さんを、児童養護施設等でお預かりする事業のうち泊まりを含まない事業です。 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）は、児童の預

かりの援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互

援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

 

  ①幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

 

 【事業の概要】 

幼稚園における在園児が通常の時間を超えて利用する、いわゆる「預かり保育」

のニーズです。 

見込み量は、幼稚園在園児を対象に算定しました。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

町内幼稚園で１か所実施しており、今後とも現体制を継続して実施していきます。 

 

（年間延べ人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人日） 1,520 1,510 1,500 1,490 1,490 

 
１号認定 320 310 300 290 290 

２号認定 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 

確保方策 
述べ人数（人日） 1,520 1,510 1,500 1,490 1,490 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 
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  ②幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）以外 

 

 【事業の概要】 

０～５歳の乳幼児のうち前記①のニーズを除く、冠婚葬祭などの社会的な理由や

リフレッシュなど私的理由により発生する一時預かりのニーズです。 

見込み量は、０～５歳の乳幼児のうち幼稚園在園児を除く乳幼児を対象に算定し

ました。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

保育所での一時預かりについては、私立保育園では保護者のリフレッシュ目的も

可能なサービスとして４か月児～未就学児を対象に実施しています。一方、公立保

育園では保護者の社会的理由に対応したサービスとして３歳児～未就学児を対象に

実施しています。 

今後は、公立保育園におけるリフレッシュ目的の受け入れ及び低年齢児の受け入

れについて検討します。 

ファミリー・サポート・センターについては、令和元年 10月末現在、サポート

会員が 12人、利用会員が 47 人となっています。今後も、保護者の利用希望に沿っ

た、身近な地域でのサービスが受けられるよう制度の普及に努めます。 

 

（年間延べ人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 延べ人数（人日） 165 165 150 150 150 

 

一時預かり 110 110 100 100 100 

ファミリー・サポート・センター 55 55 50 50 50 

トワイライトステイ 0 0 0 0 0 

確保

方策 

一時 

預かり 

延べ人数（人日） 110 110 100 100 100 

施設数（か所） 2 2 2 2 2 

ファミリー・サポート・

センター（人日） 
55 55 50 50 50 

トワイラ

イトステ

イ 

延べ人数（人日） 0 0 0 0 0 

施設数（か所） 0 0 0 0 0 
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（５）病児・病後児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・ 

センター事業〔病児・緊急対応強化事業〕） 

   

【事業の概要】 

病児・病後児保育については、現在、ファミリー・サポート・センター事業で実

施しています。 

見込み量は０～５歳の乳幼児のうち教育・保育を利用する幼児を対象に算定しま

した。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

ファミリー・サポート・センターによる病児・病後児緊急サポート事業の利用を

促進していきます。 

 

（年間延べ人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量 延べ人数（人日） 10 10 5 5 5 

 
病後児保育事業 0 0 0 0 0 

ファミリー・サポート・センター事業 10 10 5 5 5 

確保

方策 

病後児 

保育事業 

延べ人数（人日） 0 0 0 0 0 

施設数（か所） 0 0 0 0 0 

ファミリー・

サポート・ 

センター事業 

延べ人数（人日） 10 10 10 10 10 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 

 

 

 

（６）子育て活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）（就学児童のみ） 

   

【事業の概要】 

子育て活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）のうち、就学児童

による利用の見込量を算定したものです。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

ファミリー・サポート・センターについては、令和元年 10月末現在、サポート

会員 12 人、利用会員 47人となっています。今後も保護者の利用希望に沿った、身

近な地域でのサービスが受けられるよう制度の普及に努めます。 

 

（年間延べ人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人日） 45 45 40 40 35 

確保方策（人日） 45 45 40 40 35 
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（７）利用者支援事業 

   

 【事業の概要】 

 利用者支援事業は、子どもや保護者の身近な場所で教育・保育施設や地域の子育

て支援事業等について情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係

機関との連絡調整等を実施する事業です。 

 このうち基本型は、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用でき

るよう、身近な場所で、寄り添い型の支援をするものを、特定型は主として保育に

関する施設や事業を円滑に利用できるよう支援するものを、母子保健型は妊娠期か

ら子育て期にわたるまで切れ目のない支援を行う子育て世代包括支援センターのこ

とをいいます。 

 

 【町の状況及び確保の方策等】 

   今後も、引き続き、基本型、母子保健型（子育て世代包括支援センター）を実施

し、情報提供や相談支援体制の充実を図ります。 

（か所数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（か所） 2 2 2 2 2 

確保方策 

基本型（か所） 1 1 1 1 1 

特定型（か所） 0 0 0 0 0 

母子保健型（か所） 1 1 1 1 1 

 

 

 

（８）乳児家庭全戸訪問事業 

  

 【事業の概要】 

   乳児家庭全戸訪問事業は、乳児のいる家庭を保健師が全戸訪問し、様々な不安や

悩みを聞き、情報提供を行うとともに、養育環境等の把握を行い、必要に応じて適

切なサービスの提供に結びつける事業です。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

今後も引き続き、保健師による訪問相談支援を行い、育児不安の解消、子育てに

関する情報提供に努めます。 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人） 45 45 40 40 40 

確保方策（人） 45 45 40 40 40 

 

 

 

 

 



52 

 

（９）養育支援訪問事業／要保護児童支援事業 

  

 【事業の概要】 

   養育支援訪問事業は、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭、様々な原因

で養育支援が必要となっている家庭に対して、保健師が訪問し、指導助言等を行う

事業です。 

 要保護児童支援事業は、保護が必要な児童等の家庭に対して、要保護児童対策地

域協議会により支援を行う事業です。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

今後も引き続き、保健師による訪問相談支援を行い、要保護児童対策地域協議会

と連携し、育児不安の解消、虐待防止に努めます。 

 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量

（人） 

養育支援訪問事業 5 5 5 5 5 

要保護児童支援事業 15 15 15 15 15 

確保方策

（人） 

養育支援訪問事業 5 5 5 5 5 

要保護児童支援事業 15 15 15 15 15 

 

 

 

（１０）妊婦健康診査 

  

 【事業の概要】 

   妊婦健康診査については、妊娠初期から分娩までの間、必要に応じて健診を行う

事業で、健診にかかる費用の一部（14 回）を町が助成しています。 

母子健康手帳と同時に妊婦健康診査助成券を発行し、費用の一部（助成券に掲載

された金額分）を助成します。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

今後も引き続き公費負担による健康診査を実施し、誰もが安心して妊娠・出産・

育児ができるよう努めます。 

 

（年間延べ回数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人） 540 540 480 480 480 

確保方策（人） 540 540 480 480 480 
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（１１）放課後児童健全育成事業 

  

 【事業の概要】 

   放課後児童健全育成事業（学童保育）は、主に日中保護者が家庭にいない小学生

に対して、授業の終了後に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全な育成を図

る事業です。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

保育を希望する児童が入所できるように、今後も引き続き２か所（３支援単位）

で実施していきます。 

 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人） 115 110 100 85 75 

 
１～３年生 90 90 75 60 55 

４～６年生 25 20 25 25 20 

確保方策

（人） 

登録児童数（人） 115 110 100 85 75 

施設数（か所） 2 2 2 2 2 

支援単位数（か所） 3 3 3 3 3 

 

 

 

（１２）実費徴収に係る補足給付事業 

  

 【事業の概要】 

   保護者の世帯所得の状況に勘案して、教育・保育給付認定保護者に対する日用品・

文房具等に要する費用等又は施設等利用給付認定保護者に対する副食材料費に要す

る費用等を助成する事業です。 

 

【町の状況及び確保の方策等】 

幼児教育・保育無償化にあわせて開始した事業です。今後も引き続き実施してい

きます。 

 

（実人数） 

区  分 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

見込量（人） 5 5 5 5 5 

確保方策（人） 5 5 5 5 5 
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３ 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提 

供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保 

 
    乳幼児期の教育・保育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う極めて重要なもの

です。そのため、子どもの発達に応じたより質の高い教育・保育の提供の確保を

図ります。また、園庭開放等により、地域に開かれた子育て支援施設としての機

能の充実に努めます。 

 幼稚園・保育所の機能を併せ持つ認定こども園の利用希望は、ニーズ調査（就

学前児童調査）結果では、9.3％で、幼稚園（34.0％）、認可保育所（57.1％）

に比べて少ない状況にありますが、今後のニーズ動向を注視しながら、町内事業

者と連携し、検討していきます。 

また、合同園長会の開催等により、幼稚園・保育所の連携を強化するとともに、

円滑に小学校に就学できるよう、幼稚園・保育所と小学校の連携を強化します。 

 

 

 

４ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施 

設等の円滑な利用の確保 

 
    本町では、育児休業後の保育ニーズに対し、柔軟な対応が可能となっています。

ニーズ調査（就学前児童調査）の結果においても、育児休業を取得した人のうち、

63.9％の人が希望どおり復帰できており、希望どおりでないと回答した 33.7％

の人は、希望する保育園に入るためや人事異動や業務の節目に合わせるためなど

の理由が多くなっています。 

    今後とも、乳幼児の保護者が産前・産後休業や育児休業後に希望に応じて円滑

に保育サービスを利用できるよう、産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に

対する情報提供や相談支援を行います。 

    特に０歳児の子どもの保護者が保育所等への入所時期を考慮して育児休業の取

得をためらったり、取得中の育児休業を途中で切り上げたりすることがないよう

に、育児休業後からの保育サービスを希望する人が円滑に利用できる環境を整備

します。 
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５ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に 

関する都道府県が行う施策との連携 

 
    児童虐待防止対策については、要保護児童対策地域協議会の円滑な運営ととも

に、児童相談所をはじめ関係機関との連携により、発生の予防、早期発見、早期

対応に努めます。 

母子家庭及び父子家庭等の自立支援については、保育の優先利用等の施策を推

進するほか、埼玉県が実施する事業と連携し推進します。 

障がい児への支援については、一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな相談や

療育、教育・保育ができるよう、体制の強化を図るとともに、関係機関と連携し、

支援の充実に努めます。 

 子どもの貧困対策については、各事業や相談のなかで状況を把握し、必要に応

じ各種手当の申請や埼玉県生活困窮者自立支援制度の活用等、関係機関と連携し、

貧困の連鎖を防ぐように努めます。 

 

 

 

６ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう 

にするために必要な雇用環境の整備に関する施策との 

連携 

 
    ニーズ調査（就学前児童調査）の結果によると、一日の生活時間において、家

事（育児）時間を優先したいと希望する人の割合は、71.3％であるのに対し、現

実は 51.9％にとどまっており、希望と現実の乖離が大きくなっています。 

 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現するためには労働者、

事業主、地域住民の理解や合意形成が不可欠です。そのため、国、県と連携し、

社会全体の運動として展開されるよう努めます。 

 また、関係機関・団体等と連携し、関係法律や好事例の情報収集を進めます。 
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第２節 総合的な子育て支援施策の展開        
１ 地域における子育て支援の充実 
 

（１）地域子育て支援センターの充実 

施策名 施策の内容 

(1)地域子育て支援センター

の充実 

（子育て支援課） 

○地域子育て支援センターの事業内容の充実を図り、

身近な地域における仲間づくりを進めます。 

(2)子育てに関する情報提供

体制の充実 

（子育て支援課） 

○地域子育て支援センター事業や公民館活動、その

他乳幼児の子育てに関する情報提供体制の充実を

図ります。 

 

（２）地域全体で子育てを支援する体制の整備 

施策名 施策の内容 

(1)幼稚園・保育園との連携

強化 

 

 

（子育て支援課） 

○幼稚園・保育園での未就園児事業は、未就園児へ

の子育て支援において重要な役割を果たしていま

す。幼稚園・保育園と関係機関との連携を強化し、

町全体としての子育て支援機能の強化を図ります。 

(2)学校教育と社会教育の連

携強化 

 

 

 

（生涯学習課） 

○「梅の里おごせ子どもサポート事業」では､学校を

通じて参加者を募集していることから､毎回､多く

の子どもたちの参加を得ることができています。 

○今後は、事業の計画段階から学校の参加を進める

など、学校教育と社会教育の連携を強化していき

ます。 

(3)学校・家庭・地域の連携

強化 

 

 

 

（学務課、生涯学習課） 

○現在、保護者や地域住民による学校行事への協力

や、登下校を一緒に歩いていただくなどの活動を

行う学校応援団などの取組が行われています。 

○今後とも、家庭を含む地域全体で学校教育を支援

する体制づくりを推進するため、学校応援団の充

実に努めます。 

(4)地域全体で子育てを支援

する意識の普及 

 

 

 

 

（子育て支援課、生涯学習課、

社会福祉協議会） 

○見守りボランティアの増員、地域支え合いサービ

ス事業の普及、子どもの一時預かりなど、地域住

民による子育て支援活動を充実します。 

○幼稚園・保育園、学童保育室での高齢者との交流、

イベントでの昔遊びの指導など、多世代交流を実

施していきます。 

○子どもと地域の大人があいさつできる地域づくり

を進めます。 

(5)利用者支援事業の推進 

 

 

 

 

 

 

（産業観光課、子育て支援課） 

○満１歳の誕生日を迎えたお子さんに祝品を支給し、

満１歳の誕生日を地域全体で祝福します。また、

祝品にはウッドスタートとして越生町の木材「西

川材」を使用します。 

○満２歳の誕生日を迎えたお子さんを在宅にて子育

している家庭に、訪問して絵本を手渡し､地域との

つながりを持てるきっかけとなるよう支援します。 
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２ 家庭における子育て支援の充実 
 

（１）家庭における子育ての力を高める支援の充実 

施策名 施策の内容 

(1)家庭教育の充実 

 

 

 

 

 

（生涯学習課、子育て支援課） 

○幼稚園・保育園においては、園だよりの発行の他、

子育て相談等を実施し、日常のかかわりの中で家

庭教育の重要性を伝えています。 

○小学生・中学生のいる家庭を対象に「ＰＴＡ家庭

教育学級」や「子育て講演会」を開催するととも

に、より多くの保護者が参加できるよう、周知方

法等の改善に努めます。 

(2)｢親｣としての意識啓発の

充実 

 

 

（子育て支援課、健康福祉課、

学務課、生涯学習課） 

○子育ての第一義的な責任を有する｢親｣としての意

識を高めるため、町ホームページや広報紙等によ

り啓発活動を行います。 

○幼稚園・保育園、学校、学童保育室をはじめ、母

子保健事業、生涯学習事業等、様々な事業におい

て、親育ちの視点を取り入れていきます。 

 

 

（２）経済的支援の充実 

施策名 施策の内容 

(1)こどもの医療費支給事業

の推進 

 

（子育て支援課） 

○支給対象年齢を１８歳年度末までとしています。

また、町内及び毛呂山町の指定医療機関において

窓口払い無料化を実施しています。今後も継続し

て実施していきます。 

(2)保育料等に関する負担軽

減の充実 

 

 

 

 

 

 

 

（子育て支援課） 

○令和元年１０月から幼児教育・保育の無償化によ

り３歳から５歳の子どもの保育料と、０歳から２

歳の非課税世帯の子どもの保育料が無償となりま

した。更に、第３子以降の保育料無料を継続しま

す。 

○無償化に伴い、副食費が保護者負担となりました

が、副食費についても、第３子以降無料化を実施

していきます。 

○学童保育室保育料についても非課税世帯等の減額

を実施していきます。 

(3)児童手当の普及・啓発 

（子育て支援課） 

○児童手当の対象となる世帯が確実に利用できるよ

う制度の普及・啓発に努めます。 

(4)出生祝金の支給の充実 

 

 

（子育て支援課） 

○出生祝金支給事業は、出生を祝福するとともに、

その健やかな成長を祈念し、第１子は 10,000 円、

第２子は 30,000 円、第３子以降は 100,000 円支給

します。 

(5)チャイルドシートの購入

費一部助成事業の普及・

啓発 

（子育て支援課） 

○チャイルドシート購入費の一部助成事業は、10,000

円を限度として、チャイルドシート購入費の一部

助成を実施しています。事業の普及・啓発に努め

ます。 
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(6)ベビーベッド貸出事業 

 

（子育て支援課） 

○乳児の保護者に対し、６か月以内（満１歳に達す

る日まで延長可）、無料でベビーベッドを貸し出

します。 

(7)予防接種費用の一部助成

事業の普及・啓発 

（健康福祉課） 

○インフルエンザ予防接種、おたふくかぜ予防接種、

大人の風しん予防接種の費用の一部助成を実施し

ています。事業の普及・啓発に努めます。 

(8)ウェルカム赤ちゃん事業 

 

（健康福祉課） 

○特定不妊治療、男性不妊治療の費用の一部を助成

します。また、不妊検査費、不育症検査費の助成

も実施しています。制度の普及・啓発に努めます。 

(9)新生児聴覚検査費用助成

事業 

（健康福祉課） 

○新生児期の入院中または外来で実施した聴覚検査

費用のうち、5,000 円を上限に助成します。 

 

(10)産後健診推進事業 

 

（健康福祉課） 

○産後おおむね１か月頃に行う産後健診を受けたも

のに対し、１人につき１回 5,000 円を上限に助成

し、産後の健康管理をサポートします。 

(11)妊婦タクシー利用料金助

成事業 

      （健康福祉課） 

○妊婦に対し、１回の乗車につき１枚（初乗り運賃

相当額）、２８枚を上限に、妊婦タクシー利用券

を交付します。 

(12)英語検定受験料半額助成 

事業 

        （学務課） 

○町立小・中学校を準会場として英語検定を受験し

た小学３年生から中学３年生までの児童生徒に年

１回、受験料の半額を助成します。 

(13)第３子以降学校給食半額

補助事業 

        （学務課） 

○町立小・中学校に同時に在籍している第３子以降

の給食費の半額を補助します。 
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３ 親と子の健康と福祉の充実 
 

（１）一人ひとりに対応した母子保健の推進 

施策名 施策の内容 

(1)子育て世代包括支援セン

ターの充実 

（健康福祉課） 

○保健・医療・福祉・教育と連携を図りながら、妊

娠、出産、育児と一貫した母子保健体制を確立し

ており、今後とも、この体制の充実を目指します。 

(2)保健・医療・福祉・教育

との連携による母子保健

の推進 

 

（健康福祉課） 

○幼稚園・保育園との情報交換をするための「母子

保健関係者連絡会」をはじめ、地域子育て支援セ

ンターとの連携を強化します。 

○学校保健との連携についても、養護教諭と情報交

換を随時行います。 

(3)すべての子育て家庭と身

近な関係となる母子保健

の推進 

（健康福祉課） 

○すべての出生児を対象に訪問相談・指導を実施し

ています。今後とも一人ひとりの状態に応じた継

続的な支援を行っていきます。 

 

 

（２）母子保健事業の充実   

 

施策名 施策の内容 

(1)乳幼児健康診査・妊婦健

康診査の充実 

 

 

 

 

（健康福祉課） 

○乳幼児健康診査では、子どもの健やかな成長のた

めに、疾病の早期発見や発育・発達の確認、育児

などの相談支援を実施しています。また、妊婦健

康診査については、１４回の助成券の交付を行っ

ています。 

○管理栄養士・保健師の確保・研修の強化などマン

パワーの量的・質的な充実に努めます 

(2)乳幼児健康相談の充実 

 

 

 

  

（健康福祉課） 

○「妊婦健康相談」、「新生児電話相談」、「育児

相談」などにおける相談・支援を実施していきま

す。 

○今後も引き続き、保健センター内のみでなく子育

て支援センター内での育児相談も継続し、連携を

図ります。 

(3)乳幼児健康教育の充実 

 

（健康福祉課） 

○「ママパパ教室」や「離乳食実習」、「わくわく

栄養講座」などにおいて、食育の推進をはじめと

した教育の充実及び健康づくりを図ります。 

(4)乳幼児等への訪問指導の

充実 

 

（健康福祉課） 

○「妊産婦訪問指導」や「新生児・乳幼児訪問指導」、

「未熟児訪問指導」を実施し、保健・医療・福祉

との連携を図りながら、きめ細かな訪問指導を行

います。 

(5)歯科保健事業の充実 

 

（健康福祉課） 

○乳幼児期のむし歯は身体・精神面へ悪影響を及ぼ

すおそれがあるため、今後も歯科検診、歯科保健

指導、歯科教室等の充実を図ります。 
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(6)小児医療の充実 

 

 

（健康福祉課） 

○近隣市町村及び関係機関との連携の下、病院群輪

番方式による救急医療体制を継続的に確保します。

また、救急電話相談♯７１１９の普及啓発に努め

ます。 

(7)学童期・思春期から成人

期に向けた保健対策相談

体制の充実 

 

 

 

（健康福祉課、学務課） 

○思春期保健は、学校保健活動の中で行われている

ため、今後、学校を中心に生命の尊さや性に関す

る教育、飲酒・喫煙・薬物に関する正しい知識の

指導の充実を目指します。 

○相談に関する専門的知識の向上を図るため、相談

支援に関わる職員や保健師等の資質の向上に努め

ます。 

 

 

主な事業名 現況（平成３０年度） 目標（令和６年度） 

乳幼児健康診査 乳児健康診査の回数：４回 

１歳６か月児健康診査の回数：

３回 

３歳児健康診査の回数：３回 

乳児健康診査の回数：４回 

１歳６か月児健康診査の回数：

３回 

３歳児健康診査の回数：３回 

妊婦健康診査 受診票・助成券：１４回 

延べ５３４件 

・ＨＩＶ抗体検査：４０件 

・子宮頸がん検診：４０件 

・ＨＴＬＶ－１抗体検査： 

３９件 

・性器クラミジア検査：４２件 

 

助成券：１４回 

 

・ＨＩＶ抗体検査 

・子宮頸がん検診 

・ＨＴＬＶ－１抗体検査 

・性器クラミジア検査 

 

妊婦健康相談 相談人数：４９人 随時 

新生児電話相談 相談人数：４３人 随時 

育児相談 相談回数：年３２回 相談回数：年３２回 

こどもの発育相談 
相談回数：年５回 

（臨時１回含む） 
相談回数：年４回 

ママパパ教室 実施回数：年２回 実施回数：年２回 

離乳食実習 実施回数：年４回 実施回数：年４回 

歯科保健指導（歯科ブラ

ッシング指導） 

一人あたりのむし歯本数 

・１歳６か月児：0.05 本 

・３歳児：0.93 本 

一人あたりのむし歯本数 

・１歳６か月児：0.05 本 

・３歳児：0.8 本 

２歳児歯科教室 実施回数：年２回 実施回数：年２回 

思春期健康相談 随時 随時 
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（３）児童虐待防止対策の充実 

施策名 施策の内容 

(1)子育て世代包括支援セン

ターにおける児童虐待の

発生予防・早期発見・早

期対応 

（健康福祉課） 

○保護者の育児不安の解消等を図るため、子育て世

代包括支援センターを通じて、保護者への相談指

導等を実施するとともに、児童虐待の発生予防の

観点から、妊娠期からの継続した支援の充実に努

めます。 

(2)子育て相談の充実 

 

（子育て支援課） 

○利用者支援事業をはじめ、子育て全般の相談を受

け付けて、育児不安の解消に努め、必要に応じて

専門機関等につなげます。 

(3)子どもの権利擁護の推進 

 

 

（健康福祉課、子育て支援課、 

     学務課） 

○体罰によらない子育てを推進するため、体罰や暴

力が子どもに及ぼす悪影響や体罰によらない子育

てに関する理解が深まるように、子育て世代包括

支援センター等関係機関や、幼稚園、保育園、学

校により普及啓発活動を行います。 

(4)「要保護児童対策地域協

議会」の充実 

 

 

 

 

（子育て支援課） 

○地域の関係機関が情報の収集、共有により支援を

協議する「要保護児童対策地域協議会」を設置し、

要対協調整担当者を配置して適切な支援に努めて

ています。 

○児童相談所の専門性や権限を要する場合に、児童

相談所に適切に援助を求める等、関係各機関と相

互に協力して連携の強化を図ります。 

(5)幼稚園・保育園、学校と

の連携による児童虐待早

期発見・早期対応の強化 

（子育て支援課、学務課） 

○児童虐待が疑われるケースは幼稚園・保育園、学

校で発見されることが多いため、速やかに連絡・

通報が受けられるよう連携の充実に努めます。 

 

 

（４）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

施策名 施策の内容 

(1)ひとり親家庭等への支援

の充実 

 

 

 

（子育て支援課） 

○医療費の自己負担分の助成や児童扶養手当の支給、

保育所への優先入所、町営住宅への優先入居等を

行っていきます。 

○医療費の助成は経済的負担の一部を軽減するもの

であるため、今後、経済的負担をさらに軽減する

ための制度の充実を国・県に要望していきます。 

(2)ひとり親家庭等に対する

相談・情報提供の充実 

 

 

（子育て支援課） 

○ひとり親家庭等の様々なニーズに対応するため、

関連各課と連携し、相談・援助事業の充実に努め

ます。 

○就業支援については、埼玉県西部福祉事務所の就

業支援専門員との連携に努めます。 
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（５）障がい・発達に遅れのある子どもへの支援 

施策名 施策の内容 

(1)障がいの早期発見・早期

療育の充実 

 

 

 

 

（健康福祉課） 

○障がいの原因となる疾病等の早期発見・早期療育

を推進していくため、各種健康診査やこどもの発

育相談等の充実を図ります。 

○また、子どもの健全な発達を支援するため、未熟

児医療や自立支援医療（育成医療）の給付のほか、

保健・医療・福祉・教育関係機関の連携を強化し

ます。 

(2)障がい児に対する相談・

支援体制の充実 

 

 

 

（健康福祉課） 

○障がいや発達に遅れのある児童一人ひとりの具体

的な状況を把握し、きめ細かな相談・支援を推進

します。 

○発達が気になる子どもへの早期支援を推進するた

め、幼稚園・保育園等にて保育士等に助言・指導

を行う「発達支援巡回事業」を実施していきます。 

(3)障がい児に対する福祉サ

ービス・生活支援の充実 

 

 

 

（健康福祉課） 

○障がいや発達に遅れのある児童一人ひとりに応じ

た援護を行うため、「越生町障がい者計画・越生

町障がい福祉計画・越生町障がい児福祉計画」に

基づき、各種事業を実施します。 

○育児相談等によりフォローアップの必要な子ども

に個別対応していきます。 
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４ 仕事と子育ての両立支援 
 

（１）多様な保育サービスの充実 

施策名 施策の内容 

(1)保育サービスにおける待

機児童数ゼロの推進 

 

 

（子育て支援課） 

○保育所入所については、待機児童なしの状況が継

続しています。今後とも引き続き待機児童を発生

させないようにするとともに、保育の質の向上に

努め、子育てをしている方が安心して働くことが

できる環境づくりに努めます。 

(2)低年齢児保育の充実 

 

 

（子育て支援課） 

○現在、低年齢児保育を町立越生保育園では生後６

か月から、私立山吹保育園では生後４か月から実

施しています。今後とも、育児休業後に円滑に利

用できるよう確保に努めます。 

(3)時間外保育の充実 

 

 

 

 

（子育て支援課） 

○時間外保育事業は認可保育所２園で午後７時まで

実施しています。ニーズ調査（就学前児童調査）

では、午後７時以降の希望としては、午後７時３

０分までが 3.5％、８時までが 2.0％の状況ですが、

当面は現体制を維持しつつ、需要の動向を注視し

ていきます。 

(4)一時預かりの充実 

 

 

 

 

 

 

（子育て支援課） 

○保育所での一時預かりについては、山吹保育園で

は保護者のリフレッシュ目的も可能なサービスと

して４か月児～未就学児を対象に実施しています。

一方、越生保育園では保護者の社会的理由に対応

したサービスとして３歳児～未就学児を対象に実

施しています。今後は、越生保育園におけるリフ

レッシュ目的の受け入れ及び低年齢児の受け入れ

について検討します。 

(5)休日保育の検討 

 

 

 

（子育て支援課） 

○現在、越生保育園では土曜日の午後１時までの保

育を実施し、山吹保育園では土曜日の午後５時ま

での保育を実施しています。今後、ニーズの動向

を注視しながら、越生保育園における土曜日の保

育時間の延長について検討します。 

(6)病児・病後児保育の推進 

（子育て支援課） 

○ファミリー･サポート･センターによる病児・病後

児緊急サポート事業を周知し、利用を促進します。 

(7)保育所や学童保育室にお

ける障がい児の受け入れ

体制の充実 

（子育て支援課） 

○障がいのある子どもに対し、保育所や学童保育室

の受け入れ体制を整備するとともに、保育士や職

員の資質向上を目指します。 

(8)学童保育室の充実 

 

 

 

 

（子育て支援課） 

○学童保育を必要とするすべての児童に、学童保育

が提供できるよう努めます。 

○保育指導の質的向上を図るため、学童保育室の支

援員に対する研修を行います。 

○ニーズ調査を踏まえ、平日の利用時間の延長につ

いて検討します。 

(9)預かり保育の推進 

 

（子育て支援課） 

○幼稚園の通常の教育時間終了後も引き続き、家庭

的な雰囲気の中で園児を預かることができる「預か

り保育」の実施を推進します。 
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（２）仕事と子育てを両立するための普及啓発 

施策名 施策の内容 

(1)男女共同参画意識の高揚 

 

 

 

 

 

 

（総務課） 

○越生町女（ひと）と男（ひと）の情報誌「ハンド

＆ハンド」の発行により、父親の育児参加など男

女共同参画に関する情報を幅広く提供することで

町民の意識啓発を進めます。 

○男女共同参画に関する講演会やセミナーを通じて、

仕事と子育ての両立を普及、啓発します。 

○「越生町男女共同参画プラン」の推進を図るため、

男女共同参画に関する情報収集をします。 

(2)育児・介護休業制度の周

知・啓発       

（産業観光課、子育て支援課） 

○労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られる

ように育児・介護休業制度の周知・啓発を促進し

ます。 

(3)ワーク・ライフ・バラン

スに基づく子育て支援の

推進 

（産業観光課、子育て支援課） 

○働きながら子育てをしていくために、事業主に対

し、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）や子育てに対する理解と協力を啓発します。 
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５ 子どもの個性を生かす教育の充実 

 
（１）豊かな心と体を育む教育の充実 

施策名 施策の内容 

(1)教職員の指導力向上 

 

 

（学務課） 

○教員の指導技術等の向上を目指した研修を定期的

に実施し、指導力の向上に努めます。 

○各校内で実施される研修と連携しながら、さらな

る研修の充実に努めます。 

(2)食育に関する授業の充実 

 

 

 

（学務課） 

○給食委員会の活動、家庭科や保健体育の授業を通

じて、正しい食習慣の形成などについて啓発活動

を行っていきます。 

○また、養護教諭や栄養教諭による正しい食習慣の

形成等についての指導、啓発に努めます。 

(3)きめ細かな教育の充実 

 

 

 

（学務課） 

○個に応じた指導により子どもたちが確かな学力を

身につけられるよう、各小・中学校に学習支援員

等の非常勤補助教員を配置し、きめ細かな指導体

制を整備するとともに、指導方法及び指導形態の

工夫・改善に努めます。 

(4)幼・保・小・中連絡協議

会の充実 

（学務課） 

○幼稚園、保育園、小学校、中学校の連携を図るた

めの連絡会議を開催し、情報の共有化による一貫

した支援体制の充実に努めます。 

(5)道徳教育の充実 

 

（学務課） 

○町が独自に作成した「３つの○あ 」※を普及すると

ともに、学校の授業や家庭、地域の教育活動全体

を通して道徳教育の充実に努めます。 

(6)体力を向上できる環境の

充実     

（学務課） 

○体力向上推進委員会を組織し、授業研究を通して

児童・生徒一人ひとりの体力向上を図ります。 

(7)児童・生徒へのカウンセ

リングの充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学務課） 

○不登校児童生徒適応指導、不登校児童・生徒の自

立と学校生活への適応を図り、不登校を解消でき

るように指導、支援していきます。 

○スクールカウンセラーの来校、さわやか相談員、

スクールソーシャルワーカーを越生中学校に配置

しており、生徒への個別面談を行うとともに、小

学校から中学校へと円滑に進めるように、小学校

との連携を強化します。 

○すべての教員が児童・生徒に対して適切な対応が

とれるよう、小・中学教員へのカウンセラーの資

格（初級・中級・上級）取得を進めます。 

(8)学校運営協議会制度の充

実 

  （学務課） 

○令和元年度から学校運営協議会制度を本格的に実

施しています。学校、家庭、地域が一体となった

教育を実現するための組織づくりに努めます。 

(9)町有林を活用した体験学

習の提供 

  （産業観光課、学務課） 

○森林とふれあう機会の少なくなった子どもたちに

里山を身近な学びの場として提供するため、町有

林の管理を行い、学習環境づくりに寄与します。 

※「３つの○あ 」とは、「あいさつ」、「あしもと（の整頓）」、「あとしまつ」のこ

とをいいます。 
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（２）子どもの豊かな遊びと体験の充実   

施策名 施策の内容 

(1)芸術文化活動の充実 

 

（生涯学習課） 

○青少年の豊かな心を育むため、芸術文化とふれあ

う機会の充実に努め、文化活動の促進と地域に根

ざした文化継承が図られるように支援します。 

(2)多様な体験ができる機会

の提供 

         

 

 

 

（学務課、生涯学習課） 

○地域の方を講師に招聘し、６分野１２講座からな

る「越生子ども未来大学」を開設し、越生町の教

育資源を活用し、様々な体験活動を通して、科学

的思考や芸術性の素地を伸ばします。 

○子どもの創造性や好奇心を養うため、様々な体験

講座の内容等を検討し、参加者の増加を図ります。 

○放課後子供教室について、検討します。 

(3)様々な交流機会の充実 

 

 

 

 

 

（生涯学習課） 

○子ども会やスポーツ少年団、ジュニアリーダーの

活動を通して、地域的な交流機会の充実を図り、

子どもたちの自主性や協調性、心豊かな青少年の

健全育成を目指します。 

○体育館を学校教育の管理運営に支障がない範囲で

開放し、体育の普及や健康の保持増進、その他の

社会体育活動の向上を図ります。 

(4)スポーツ環境の整備 

 

 

（生涯学習課） 

○地域において、子どもがスポーツや外遊びを通じ

て体を動かすことができる機会を提供し、生涯を

通じてスポーツに親しむことができる環境の整備

を推進します。 
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６ 子育て・子育ちを支援する生活環境の整備 
 

（１）安心して遊び、生活できる環境の整備 

施策名 施策の内容 

(1)公園の環境整備 

（まちづくり整備課、 

産業観光課） 

○公園の維持管理を計画的に実施し、子どもたちが

安心してのびのびと遊べるように遊具等の点検や

管理を行います。 

(2)子育て家庭にやさしい環

づくり 

       

 

 

 （まちづくり整備課、 

 健康福祉課） 

○公共施設については建設・改修にあわせ、親子に

配慮したトイレ等の改修など、子どもと子育てに

配慮した快適でゆとりある環境の整備を行うとと

もに、ユニバーサルデザインを取り入れるよう配

慮していきます。 

○町民や民間施設などへのバリアフリーに関する意

識啓発に努めます。 

(3)道路環境の整備 

 

（まちづくり整備課） 

○保護者が子どもと一緒に安心して外出できる安全

な道路環境の創出を目指し、危険箇所の改修及び

防護柵等の設置を推進します。 

(4)環境汚染対策の推進 

 

 

（まちづくり整備課、 

学務課、子育て支援課) 

○ＰＭ2.5や光化学スモッグ警報が発令された場合は、

速やかに関係機関に連絡し、防災行政無線で周知

します。 

○給食の食材の放射性物質検査を実施していきます。 

 

 

 

（２）子どもの安全を確保するための活動の推進及び環境の整備 

施策名 施策の内容 

(1)交通安全・防犯教育の推

進 

 

 

 

 

 

 

    （総務課、学務課） 

○子どもを交通事故から守るため、警察、幼稚園、

保育園、学校、関係団体等との連絡・協力を強化

し、交通安全教室の充実を図ります。 

○正しい自転車の乗り方についての体験学習や交通

安全指導などを行い、交通安全の啓発を促します。 

○子どもを犯罪から守るため、防犯知識の普及と啓

発を実施していきます。 

○小学校６年生全員に卒業記念品として、通学用ヘ

ルメットを給付していきます。 

(2)「子ども 110 番の家」の

周知 

 

（生涯学習課） 

○登下校時などに子どもが不審者から声をかけられ

たり、追いかけられたりした場合、助けを求めて

駆け込むための「子ども 110 番の家」の理解と周

知を図り、子どもの安全確保に努めます。 
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（３）子どもを犯罪から守るための活動の推進及び環境の整備 

施策名 施策の内容 

(1)有害環境対策における教

職員研修の実施 

（学務課） 

○学校において適切な情報教育を行うため、コンピ

ューター活用委員の職員を中心に情報モラルに関

する職員研修を実施します。 

(2)ＳＮＳ等の安全・安心な

利用の啓発 

（学務課、生涯学習課） 

○子どもがインターネット等の利用に際して、事件

や犯罪にまきこまれないよう、保護者及び子ども

に対して安全・安心な利用の啓発を実施します。 

(3)防犯灯等の整備 

 

 （まちづくり整備課） 

○夜間における犯罪の防止と通行の安全を守るため、

地域の状況を踏まえた防犯灯等の整備を推進しま

す。 

(4)防犯パトロール活動の充

実 

 

 

 

 

 （総務課、社会福祉協議会） 

○子どもを犯罪から守るため、各地区の自主防犯組

織を育成していくとともに、駅前防犯パトロール

隊の活動を支援していきます。 

○見守りボランティアによる登下校時の見守りを地

域各所で実施していきます。 

○町職員による下校時の防犯パトロールを実施して

いきます。 
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第５章 

        計画の推進に向けて 
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１ 推進体制 
 

 本計画の推進にあたっては、「すべての子どもが健やかに育つまち越生」を目指

し、子ども・子育て支援の関係機関及び町内関係各課と連携して横断的に施策に取

り組むとともに、住民の意見や参画を積極的に得ることにより、計画の着実な実施

や推進を図ります。 

 

 

 

２ 点検・評価 
 

 本計画の進捗状況を点検・評価することが重要となります。このため、各年度に

おいて、越生町子ども・子育て会議にて、計画（Plan）の目的を達成するために、

計画に基づく取組（Do）の達成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果

を踏まえた計画の改善（Act）を図るといった、PDCA サイクルによる適切な進行管

理を行います。 
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              資料編 
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１ 策定体制                   
 

越生町子ども・子育て会議設置要綱 
 

 越生町次世代育成支援行動計画推進協議会設置要綱（平成１８年要綱第２号）

の全部を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 子ども・子育て支援に関する施策について、総合的かつ計画的に推進するため、

越生町子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、次の事項を所掌する。 

（１） 越生町子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

（２） 子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業

の利用定員の設定に関すること。 

（３） 越生町次世代育成支援行動計画の評価に関すること。 

（４） その他子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関する

こと。 

 （組織） 

第３条 会議は、１５人程度をもって組織する。 

２ 委員は、関係協力団体の代表者、学識経験者、関係行政機関の職員等で組織する。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 会議に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会議の会務を総理する。 

３ 委員長は、委員の中から副委員長１人を指名する。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときは副委員長がその職務を代理す

る。 

 （委員の任期） 

第５条 委員長、副委員長及び委員の任期は２年以内とし、再任を妨げない。ただし、

委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会議） 

第６条 会議は、委員長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。 

４ 委員長は、会議における審議の経過及び結果を整理の上、記録しておかなければな

らない。 

 （実務者連絡会の設置） 

第７条 実務者連絡会として、子ども・子育て実務者連絡会（以下「実務者連絡会」と

いう。）を設置する。 

２ 実務者連絡会は、第２条に定める事項について、協議及び検討するものとする。 

３ 実務者連絡会は、関係協力団体の代表者をもって充てる。 

 （庶務） 

第８条 会議及び実務者連絡会の庶務は、子育て支援課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 
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附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行し、改正後の越生町子ども・子育て会議設置要綱の規

定は、平成２７年４月１日から適用する。 
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越生町子ども・子育て会議委員名簿 
 

任期：平成３０年１２月１２日～平成３１年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

 

番号 区 分 所 属 役職等 氏 名 

１ 関係協力団体の代表者 
越生町議会文教福祉 

常任委員会 
委員長 宮島サイ子 

２ 関係協力団体の代表者 越生町社会福祉協議会 事務局長 佐藤美由紀 

３ 関係協力団体の代表者 越生みどり幼稚園 園長 篠原民子 

４ 関係協力団体の代表者 山吹保育園 園長 黒田一絵 

５ 関係協力団体の代表者 越生保育園 園長 戸口英子 

６ 関係協力団体の代表者 
越生みどり幼稚園   

保護者会 
会長 横田尚也 

７ 関係協力団体の代表者 山吹保育園保護者会 代表 皆川由恵 

８ 関係協力団体の代表者 越生保育園保護者会 会長 新留真奈美 

９ 関係協力団体の代表者 
越生町小中学校 

連合ＰＴＡ 
会長 叶内信行 

10 関係協力団体の代表者 
越生町民生委員 

・児童委員協議会 
主任児童委員 川崎清美 

11 関係協力団体の代表者 越生町商工会 女性部長 宮﨑美惠子 

12 学識経験者 越生町教育委員会 
教育長職務 

代理者 
原口 仁 

13 学識経験者 越生町社会教育委員会 委員長 原 邦宏 

14 関係行政機関の職員 学務課 主席主査 関口 学 

15 関係行政機関の職員 生涯学習課 課長補佐 関口幸男 

16 関係行政機関の職員 健康福祉課 主幹 町田京子 
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任期：令和元年７月８日～令和３年３月３１日 

※宮島サイ子委員は令和元年 10 月 22 日まで、池田かつ子委員は令和元年 10 月 23 日より 

 

 

 

 

 

 

番号 区 分 所 属 役職等 氏 名 

１ 関係協力団体の代表者 
越生町議会文教福祉 

常任委員会 
委員長 

宮島サイ子※ 

池田かつ子※ 

２ 関係協力団体の代表者 越生町社会福祉協議会 事務局長 佐藤美由紀 

３ 関係協力団体の代表者 越生みどり幼稚園 園長 篠原民子 

４ 関係協力団体の代表者 山吹保育園 園長 黒田一絵 

５ 関係協力団体の代表者 越生保育園 園長 戸口英子 

６ 関係協力団体の代表者 
越生みどり幼稚園   

保護者会 
会長 島野純一 

７ 関係協力団体の代表者 山吹保育園保護者会 代表 本間則子 

８ 関係協力団体の代表者 越生保育園保護者会 会長 小澤理絵 

９ 関係協力団体の代表者 
越生町小中学校 

連合ＰＴＡ 
会長 関根隆之 

10 関係協力団体の代表者 
越生町民生委員 

・児童委員協議会 
主任児童委員 上木佳枝 

11 関係協力団体の代表者 越生町商工会 女性部長 宮﨑美惠子 

12 学識経験者 越生町教育委員会 
教育長職務 

代理者 
原口 仁 

13 学識経験者 越生町社会教育委員会 委員長 原 邦宏 

14 関係行政機関の職員 学務課 主席主査 松浦俊太郎 

15 関係行政機関の職員 生涯学習課 主幹 小沢和義 

16 関係行政機関の職員 健康福祉課 主幹 町田京子 
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越生町子ども・子育て庁内推進会議設置要綱 
 

 越生町次世代育成支援行動計画策定庁内推進会議設置要綱（平成１６年要綱第１４号）

の全部を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 子ども・子育て支援に関する施策について、総合的かつ計画的に推進するため、

越生町子ども・子育て庁内推進会議（以下「庁内会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、次の事項を所掌する。 

（１） 越生町子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

（２） その他子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関する

こと。 

 （組織） 

第３条 庁内会議は、別表１に掲げる委員をもって組織し、町長が任命する。 

２ 庁内会議に委員長及び副委員長を置く。 

３ 委員長は総務課長をもって充てる。 

４ 副委員長は、委員長が指名する。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は庁内会議を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

（部会） 

第５条 所掌事務に係る必要な事項を検討するため、庁内会議に部会を置くことができ

る。 

２ 部会員は、別表２に掲げる職にある者をもって充て、町長が指名する。 

３ 部会に部会長を置く。 

４ 部会長は、部会員の互選により定め、部会を総理する。 

（会議） 

第６条 庁内会議は、委員長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 委員は会議に出席できないときは、代理者を会議に出席させることができる。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見若しくは説明を

聴き、又は必要な資料の提供を求めることができる。 

 （庶務） 

第７条 庁内会議の庶務は、子育て支援課において処理する。 

２ 部会の庶務は子育て支援課において処理し、会議の報告を委員長に行う。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 

    

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 
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別表１（第３条関係） 

＜職名＞ 

総務課長 

企画財政課長 

町民課長 

健康福祉課長 

子育て支援課長 

産業観光課長 

まちづくり整備課長 

学務課長 

生涯学習課長 

 

 

別表２（第５条関係） 

＜職名＞ 

健康福祉課、子育て支援課、学務課、生涯学習課から必要と認めた職員 
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２ 策定過程                   
 

（１）越生町子ども・子育て会議 

開催年月日 会議の内容等 

平成 30 年 

12月 12日(水) 

第１回越生町子ども・子育て会議 

・越生町子ども・子育て支援事業計画の平成２９年度進捗状況について 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画策定スケジュールについて 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画のニーズ調査について 

令和元年 

7 月 8 日(月) 

第２回越生町子ども・子育て会議 

・子育て支援に関するアンケート調査結果について 

・越生町子ども・子育て支援事業計画の平成３０年度進捗状況について 

・幼児教育・保育無償化について 

令和元年 

10月 23日(水) 

第３回越生町子ども・子育て会議 

・越生町子ども・子育て支援事業計画に係る評価について 

・第２期子ども・子育て支援事業計画の教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の量の見込みについて 

・越生町子ども・子育て支援事業計画の変更について 

令和元年 

12月 18日(月) 

第４回越生町子ども・子育て会議 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画の素案について 

・今後のスケジュールについて 

令和２年 

2月18日(火) 

 

第５回越生町子ども・子育て会議 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画の素案について 

・子育て世代包括支援センター事業について 

 

 

 

（２）越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 
開催年月日 会議の内容等 

平成 30 年 

11 月 9 日(金) 

第１回越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画について 

・ニーズ調査について 

令和元年 

5月21日(火) 

第２回越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画について 

・幼児教育・保育無償化について 

令和元年 

8月22日(木) 

第３回越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 

・教育・保育の見込量及び確保方策について 

令和元年    

10月 23日(水) 

第４回越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画について 

令和元年    

11月 25日(月) 

第５回越生町子ども・子育て会議実務者連絡会 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画について 
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（３）越生町子ども・子育て庁内推進会議 
開催年月日 会議の内容等 

令和２年 

1 月 6 日(金) 

第１回越生町子ども・子育て庁内推進会議 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画の素案について 

 

 

 

（４）越生町子ども・子育て庁内推進会議部会 
開催年月日 会議の内容等 

平成 30 年 

11月 28日(水) 

第１回越生町子ども・子育て庁内推進会議部会 

・計画策定に係るスケジュールについて 

・アンケートの内容について 

令和元年 

12 月 6 日(金) 

第２回越生町子ども・子育て庁内推進会議部会 

・第２期越生町子ども・子育て支援事業計画の素案について 

 

 

 

（５）その他 
開催年月日 会議の内容等 

平成 31 年 

1月 10日(木) 

～24 日(木) 

越生町子育て支援に関するアンケート調査 

・就学前児童調査   

・小学生調査 

令和元年 

9月24日(火) 

～30 日(月) 

越生町子ども・子育て支援事業計画に係る評価についてのヒアリング 

・総務課 ・健康福祉課 ・産業観光課 ・まちづくり整備課 

・学務課 ・生涯学習課 ・社会福祉協議会 ・子育て支援課 

令和 2年 

1月 14日(火) 

～31 日(金) 

パブリックコメントの実施 

・子育て支援課、保健センター、ホームページにて閲覧、意見募集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

第２期越生町子ども・子育て支援事業計画 

（令和２年度～令和６年度） 
 

令和２年３月発行 
 

 

発行 越生町 

編集 越生町子育て支援課 

〒350-0494 埼玉県入間郡越生町大字越生 900-2 

      電 話 ０４９－２９２－３１２１（代表） 

      ＦＡＸ ０４９－２９２－６４０５             

 

 

 

 

 

越生町のマスコット「うめりん」 


